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２ 介護療養型病床について……………………………………………………………………… ３２ 介護療養型病床について……………………………………………………………………… ３２ 介護療養型病床について……………………………………………………………………… ３２ 介護療養型病床について……………………………………………………………………… ３

・全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料【老人保健課関係】

・健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有す

（平成11年厚生省令第4るものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準

1号）（抄）

３ 介護報酬改定関係告示の改正案（単位数表）について…………………………………… ５３ 介護報酬改定関係告示の改正案（単位数表）について…………………………………… ５３ 介護報酬改定関係告示の改正案（単位数表）について…………………………………… ５３ 介護報酬改定関係告示の改正案（単位数表）について…………………………………… ５

（平成12年厚生省告示第21号）（抄）・指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

４ 介護報酬改定関係通知の改正案（原案）について…………………………………………１４４ 介護報酬改定関係通知の改正案（原案）について…………………………………………１４４ 介護報酬改定関係通知の改正案（原案）について…………………………………………１４４ 介護報酬改定関係通知の改正案（原案）について…………………………………………１４

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者

生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

（平成12年3月8日老企第40号 厚生労働省老人保健福祉局企画課長通知）実施上の留意事項について

５ その他………………………………………………………………………………………Ｐ．２６５ その他………………………………………………………………………………………Ｐ．２６５ その他………………………………………………………………………………………Ｐ．２６５ その他………………………………………………………………………………………Ｐ．２６

・参照 準用

・体制の届出について

※集団指導の際、「病院」、「老人性認知症疾患療養病棟を有する病院」とあわせて説明

する都合により１１～１３ページはありません。落丁ではありません。
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用 を 受 け て い た も の に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 に 介 護 療 養 型 医 療 施 設 に 係 る 病 室 に 隣 接 す る 廊 下 に つ い て は 、 平 成

係 る 病 室 に 隣 接 す る 廊 下 に つ い て は 、 平 成 三 十 年 三 月 三 十 一 日 ま 二 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 は 、 第 五 条 第 二 項 第 四 号 中 「 一 ・

で の 間 は 、 第 五 条 第 二 項 第 四 号 中 「 一 ・ 八 メ ー ト ル 」 と あ る の は 八 メ ー ト ル 」 と あ る の は 「 一 ・ 二 メ ー ト ル 」 と 、 「 二 ・ 七 メ ー ト

「 一 ・ 二 メ ー ト ル 」 と 、 「 二 ・ 七 メ ー ト ル 以 上 （ 医 療 法 施 行 規 則 ル 以 上 （ 医 療 法 施 行 規 則 第 四 十 三 条 の 二 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 病

第 四 十 三 条 の 二 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 病 院 の 廊 下 の 幅 に あ っ て は 院 の 廊 下 の 幅 に あ っ て は 、 二 ・ 一 メ ー ト ル 以 上 ） 」 と あ る の は 「

、 二 ・ 一 メ ー ト ル 以 上 ） 」 と あ る の は 「 一 ・ 六 メ ー ト ル 以 上 」 と 一 ・ 六 メ ー ト ル 以 上 」 と す る 。

す る 。

1

○ 健 康 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 附 則 第 百 三 十 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り な お そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ た 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 の

人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 （ 平 成 十 一 年 厚 生 省 令 第 四 十 一 号 ） （ 抄 ）

（ 傍 線 の 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 案 現 行

附 則 附 則

第 十 八 条 療 養 病 床 を 有 す る 病 院 （ 平 成 二 十 四 年 三 月 三 十 一 日 に お 第 十 八 条 療 養 病 床 を 有 す る 病 院 （ 医 療 法 施 行 規 則 第 五 十 二 条 の 規

い て 、 医 療 法 施 行 規 則 第 五 十 二 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け て い た も の 定 の 適 用 を 受 け る も の に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設

に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 に つ い て は 、 平 成 三 十 に つ い て は 、 平 成 二 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 は 、 第 二 条 第 一

年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 は 、 第 二 条 第 一 項 第 二 号 中 「 六 」 と あ る 項 第 二 号 中 「 六 」 と あ る の は 「 八 」 と 、 同 項 第 三 号 中 「 六 」 と あ

の は 「 八 」 と 、 同 項 第 三 号 中 「 六 」 と あ る の は 「 四 」 と す る 。 る の は 「 四 」 と す る 。

第 十 九 条 老 人 性 認 知 症 疾 患 療 養 病 棟 を 有 す る 病 院 （ 平 成 二 十 四 年 第 十 九 条 老 人 性 認 知 症 疾 患 療 養 病 棟 を 有 す る 病 院 （ 医 療 法 施 行 規

三 月 三 十 一 日 に お い て 、 医 療 法 施 行 規 則 第 五 十 二 条 の 規 定 の 適 用 則 第 五 十 二 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介

を 受 け て い た も の に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 に 置 護 療 養 型 医 療 施 設 に 置 く べ き 従 業 者 の 員 数 は 、 平 成 二 十 四 年 三 月

く べ き 従 業 者 の 員 数 は 、 平 成 三 十 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 は 、 第 三 十 一 日 ま で の 間 は 、 第 二 条 第 三 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の と

二 条 第 三 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の と お り と す る 。 お り と す る 。

一 ～ 六 （ 略 ） 一 ～ 六 （ 略 ）

第 二 十 条 療 養 病 床 を 有 す る 病 院 （ 平 成 二 十 四 年 三 月 三 十 一 日 に お 第 二 十 条 療 養 病 床 を 有 す る 病 院 （ 医 療 法 施 行 規 則 第 五 十 一 条 の 規

い て 、 医 療 法 施 行 規 則 第 五 十 一 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け て い た も の 定 の 適 用 を 受 け る も の に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設

に 限 る 。 ） で あ る 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 に 係 る 病 室 に 隣 接 す る に 係 る 病 室 に 隣 接 す る 廊 下 に つ い て は 、 平 成 二 十 四 年 三 月 三 十 一

廊 下 に つ い て は 、 平 成 三 十 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 は 、 第 三 条 第 日 ま で の 間 は 、 第 三 条 第 二 項 第 三 号 及 び 第 三 十 九 条 第 二 項 第 二 号

二 項 第 三 号 及 び 第 三 十 九 条 第 二 項 第 二 号 中 「 一 ・ 八 メ ー ト ル 」 と 中 「 一 ・ 八 メ ー ト ル 」 と あ る の は 「 一 ・ 二 メ ー ト ル 」 と 、 「 二 ・

あ る の は 「 一 ・ 二 メ ー ト ル 」 と 、 「 二 ・ 七 メ ー ト ル 」 と あ る の は 七 メ ー ト ル 」 と あ る の は 「 一 ・ 六 メ ー ト ル 」 と す る 。

「 一 ・ 六 メ ー ト ル 」 と す る 。

第 二 十 一 条 老 人 性 認 知 症 疾 患 療 養 病 棟 を 有 す る 病 院 （ 平 成 二 十 四 第 二 十 一 条 老 人 性 認 知 症 疾 患 療 養 病 棟 を 有 す る 病 院 （ 医 療 法 施 行

年 三 月 三 十 一 日 に お い て 、 医 療 法 施 行 規 則 第 五 十 一 条 の 規 定 の 適 規 則 第 五 十 一 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の に 限 る 。 ） で あ る 指 定
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ｖ 要介護５ 869単位 ｖ 要介護５ 853単位

⑵ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑵ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（１日につき）

㈠ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅰ） ㈠ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅰ）

ａ 要介護１ 778単位 ａ 要介護１ 763単位

ｂ 要介護２ 830単位 ｂ 要介護２ 814単位

ｃ 要介護３ 882単位 ｃ 要介護３ 865単位

ｄ 要介護４ 933単位 ｄ 要介護４ 915単位

ｅ 要介護５ 985単位 ｅ 要介護５ 966単位

㈡ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅱ） ㈡ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅱ）

ａ 要介護１ 778単位 ａ 要介護１ 763単位

ｂ 要介護２ 830単位 ｂ 要介護２ 814単位

ｃ 要介護３ 882単位 ｃ 要介護３ 865単位

ｄ 要介護４ 933単位 ｄ 要介護４ 915単位

ｅ 要介護５ 985単位 ｅ 要介護５ 966単位

注１ 療養病床を有する診療所である指定介護療養型医療施設の療 注１ 療養病床を有する診療所である指定介護療養型医療施設の療

養病床に係る病室であって、別に厚生労働大臣が定める施設基 養病床に係る病室であって、別に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして都道府県知事に届け出たものにお 準に適合しているものとして都道府県知事に届け出たものにお

ける当該届出に係る病室(療養病床に係るものに限る。)におい ける当該届出に係る病室(療養病床に係るものに限る。)におい

て、指定介護療養施設サービスを行った場合に、当該施設基準 て、指定介護療養施設サービスを行った場合に、当該施設基準

に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分 に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分

に従い、入院患者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単 に従い、入院患者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単

位数を算定する。ただし、入院患者の数が別に厚生労働大臣が 位数を算定する。ただし、入院患者の数が別に厚生労働大臣が

定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ 定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ

ろにより算定する。 ろにより算定する。

２ ⑵について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな ２ ⑵について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな

い場合は、１日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数 い場合は、１日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数

を算定する。 を算定する。

３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘 ３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘

束廃止未実施減算として、１日につき５単位を所定単位数から 束廃止未実施減算として、１日につき５単位を所定単位数から

減算する。 減算する。

４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護療養 ４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護療養

型医療施設については、診療所療養病床設備基準減算として、 型医療施設については、診療所療養病床設備基準減算として、

１日につき60単位を所定単位数から減算する。 １日につき60単位を所定単位数から減算する。

５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設において、若年 道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設において、若年
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性認知症患者に対して指定介護療養施設サービスを行った場合 性認知症患者に対して指定介護療養施設サービスを行った場合

には、若年性認知症患者受入加算として、１日につき120単位を には、若年性認知症患者受入加算として、１日につき120単位を

所定単位数に加算する。 所定単位数に加算する。ただし、⒁を算定している場合は算定

しない。

６ 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、１月に ６ 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、１月に

６日を限度として所定単位数に代えて１日につき362単位を算定 ６日を限度として所定単位数に代えて１日につき362単位を算定

する。ただし、外泊の初日及び最終日は、算定できない。 する。ただし、外泊の初日及び最終日は、算定できない。

７ 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、 ７ 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、

当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行われ 当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行われ

た場合は、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日に た場合は、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日に

つき362単位を算定する。 つき362単位を算定する。

８ 平成17年９月30日において従来型個室に入院している者であ ８ 平成17年９月30日において従来型個室に入院している者であ

って、平成17年10月１日以後引き続き従来型個室に入院するも って、平成17年10月１日以後引き続き従来型個室に入院するも

の(別に厚生労働大臣が定めるものに限る。)に対して、診療所 の(別に厚生労働大臣が定めるものに限る。)に対して、診療所

型介護療養施設サービス費(Ⅰ)又は診療所型介護療養施設サー 型介護療養施設サービス費(Ⅰ)又は診療所型介護療養施設サー

ビス費(Ⅱ)を支給する場合は、当分の間、それぞれ、診療所型 ビス費(Ⅱ)を支給する場合は、当分の間、それぞれ、診療所型

介護療養施設サービス費(Ⅰ)の診療所型介護療養施設サービス 介護療養施設サービス費(Ⅰ)の診療所型介護療養施設サービス

費(ⅱ)又は診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)の診療所型介 費(ⅱ)又は診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)の診療所型介

護療養施設サービス費(ⅱ)を算定する。 護療養施設サービス費(ⅱ)を算定する。

９ 次のいずれかに該当する者に対して、診療所型介護療養施設 ９ 次のいずれかに該当する者に対して、診療所型介護療養施設

サービス費(Ⅰ)又は診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)を支 サービス費(Ⅰ)又は診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)を支

給する場合は、それぞれ、診療所型介護療養施設サービス費(Ⅰ) 給する場合は、それぞれ、診療所型介護療養施設サービス費(Ⅰ)

の診療所型介護療養施設サービス費(ⅱ)又は診療所型介護療養 の診療所型介護療養施設サービス費(ⅱ)又は診療所型介護療養

施設サービス費(Ⅱ)の診療所型介護療養施設サービス費(ⅱ)を 施設サービス費(Ⅱ)の診療所型介護療養施設サービス費(ⅱ)を

算定する。 算定する。

イ 感染症等により、従来型個室への入院が必要であると医師 イ 感染症等により、従来型個室への入院が必要であると医師

が判断した者であって、従来型個室への入院期間が30日以内 が判断した者であって、従来型個室への入院期間が30日以内

であるもの であるもの

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入 ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入

院する者 院する者

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入院患者の心身の状 ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入院患者の心身の状

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室へ 況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室へ

の入院が必要であると医師が判断した者 の入院が必要であると医師が判断した者

⑶ 初期加算 30単位 ⑶ 初期加算 30単位

注 入院した日から起算して30日以内の期間については、初期加 注 入院した日から起算して30日以内の期間については、初期加
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算として、１日につき所定単位数を加算する。 算として、１日につき所定単位数を加算する。

⑷ 退院時指導等加算 ⑷ 退院時指導等加算

㈠ 退院時等指導加算 ㈠ 退院時等指導加算

ａ 退院前後訪問指導加算 460単位 ａ 退院前訪問指導加算 460単位

ｂ 退院後訪問指導加算 460単位

ｂ 退院時指導加算 400単位 ｃ 退院時指導加算 400単位

ｃ 退院時情報提供加算 500単位 ｄ 退院時情報提供加算 500単位

ｄ 退院前連携加算 500単位 ｅ 退院前連携加算 500単位

㈡ 老人訪問看護指示加算 300単位 ㈡ 老人訪問看護指示加算 300単位

注１ ㈠のａについては、入院期間が１月を超えると見込まれる 注１ ㈠のａについては、入院期間が１月を超えると見込まれる

入院患者の退院に先立って当該入院患者が退院後生活する居 入院患者の退院に先立って当該入院患者が退院後生活する居

宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等に対して退院後の 宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等に対して退院後の

療養上の指導を行った場合に、入院中１回（入院後早期に退 療養上の指導を行った場合に、入院中１回（入院後早期に退

院前訪問指導の必要があると認められる入院患者にあっては、 院前訪問指導の必要があると認められる入院患者にあっては、

２回）を限度として算定し、入院患者の退院後３０日以内に ２回）を限度として算定する。

当該入院患者の居宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等 入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等

に対して療養上の指導を行った場合に、退院後１回を限度と に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得て、当該

して算定する。 社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったと

入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等 きも、同様に算定する。

に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得て、当該

社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったと

きも、同様に算定する。

２ ㈠のｂについては、入院患者の退院後30日以内に当該入院

患者の居宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等に対して

療養上の指導を行った場合に、退院後１回を限度として算定

する。

入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等

に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得て、当該

社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったと

きも、同様に算定する。

２ ㈠のｂについては、入院期間が１月を超える入院患者が退 ３ ㈠のｃについては、入院期間が１月を超える入院患者が退

院し、その居宅において療養を継続する場合において、当該 院し、その居宅において療養を継続する場合において、当該

入院患者の退院時に、当該入院患者及びその家族等に対して、 入院患者の退院時に、当該入院患者及びその家族等に対して、

退院後の療養上の指導を行った場合に、入院患者１人につき 退院後の療養上の指導を行った場合に、入院患者１人につき

１回を限度として算定する。 １回を限度として算定する。
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３ ㈠のｃについては、入院期間が１月を超える入院患者が退 ４ ㈠のｄについては、入院期間が１月を超える入院患者が退

院し、その居宅において療養を継続する場合において、当該 院し、その居宅において療養を継続する場合において、当該

入院患者の退院後の主治の医師に対して、当該入院患者の同 入院患者の退院後の主治の医師に対して、当該入院患者の同

意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該 意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該

入院患者の紹介を行った場合に、入院患者１人につき１回に 入院患者の紹介を行った場合に、入院患者１人につき１回に

限り算定する。 限り算定する。

入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等 入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等

に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得て、当該 に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得て、当該

社会福祉施設等に対して当該入院患者の診療状況を示す文書 社会福祉施設等に対して当該入院患者の診療状況を示す文書

を添えて当該入院患者の処遇に必要な情報を提供したときも、 を添えて当該入院患者の処遇に必要な情報を提供したときも、

同様に算定する。 同様に算定する。

４ ㈠のｄについては、入院期間が１月を超える入院患者が退 ５ ㈠のｅについては、入院期間が１月を超える入院患者が退

院し、その居宅において居宅サービスを利用する場合におい 院し、その居宅において居宅サービスを利用する場合におい

て、当該入院患者の退院に先立って当該入院患者が利用を希 て、当該入院患者の退院に先立って当該入院患者が利用を希

望する指定居宅介護支援事業者に対して、当該入院患者の同 望する指定居宅介護支援事業者に対して、当該入院患者の同

意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該 意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該

入院患者に係る居宅サービスに必要な情報を提供し、かつ、 入院患者に係る居宅サービスに必要な情報を提供し、かつ、

当該指定居宅介護支援事業者と連携して退院後の居宅サービ 当該指定居宅介護支援事業者と連携して退院後の居宅サービ

スの利用に関する調整を行った場合に、入院患者１人につき スの利用に関する調整を行った場合に、入院患者１人につき

１回を限度として算定する。 １回を限度として算定する。

５ ㈡については、入院患者の退院時に、指定介護療養型医療 ６ ㈡については、入院患者の退院時に、指定介護療養型医療

施設の医師が、診療に基づき、指定訪問看護が必要であると 施設の医師が、診療に基づき、指定訪問看護、指定定期巡回

認め、当該入院患者の選定する指定訪問看護ステーションに ・随時対応型訪問介護看護（訪問看護サービスを行う場合に

対して、当該入院患者の同意を得て、訪問看護指示書を交付 限る。）又は指定複合型サービス（看護サービスを行う場合

した場合に、入院患者１人につき１回を限度として算定する。 に限る。）の利用が必要であると認め、当該入院患者の選定

する指定訪問看護ステーション、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所又は指定複合型サービス事業所に対して、

当該入院患者の同意を得て、訪問看護指示書を交付した場合

に、入院患者１人につき１回を限度として算定する。

⑸ 栄養マネジメント加算 14単位 ⑸ 栄養マネジメント加算 14単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知 注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知

事に届け出た指定介護療養型医療施設について、１日につき所 事に届け出た指定介護療養型医療施設について、１日につき所

定単位数を加算する。 定単位数を加算する。

イ 常勤の管理栄養士を１名以上配置していること。 イ 常勤の管理栄養士を１名以上配置していること。

ロ 入院患者の栄養状態を入院時に把握し、医師、管理栄養士、 ロ 入院患者の栄養状態を入院時に把握し、医師、管理栄養士、

7

okayamaken
長方形

okayamaken
長方形



- 61 -

歯科医師、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同 歯科医師、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同

して、入院患者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮し して、入院患者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮し

た栄養ケア計画を作成していること。 た栄養ケア計画を作成していること。

ハ 入院患者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っている ハ 入院患者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っている

とともに、入院患者の栄養状態を定期的に記録していること。 とともに、入院患者の栄養状態を定期的に記録していること。

ニ 入院患者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、 ニ 入院患者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、

必要に応じて当該計画を見直していること。 必要に応じて当該計画を見直していること。

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型 ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型

医療施設であること。 医療施設であること。

⑹ 経口移行加算 28単位 ⑹ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型

医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、 医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、

管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共 管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共

同して、現に経管により食事を摂取している入院患者ごとに 同して、現に経管により食事を摂取している入院患者ごとに

経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、 経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食 医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食

事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合には、当該計 事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合には、当該計

画が作成された日から起算して180日以内の期間に限り、1日 画が作成された日から起算して180日以内の期間に限り、1日

につき所定単位数を加算する。 につき所定単位数を加算する。

２ 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口に ２ 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口に

よる食事の摂取を進めるための栄養管理が、当該計画が作成 よる食事の摂取を進めるための栄養管理が、当該計画が作成

された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ

っても、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医 っても、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医

師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進める 師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進める

ための栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当 ための栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当

該加算を算定できるものとする。 該加算を算定できるものとする。

⑺ 経口維持加算 ⑺ 経口維持加算

㈠ 経口維持加算（Ⅰ） 28単位 ㈠ 経口維持加算（Ⅰ） 28単位

㈡ 経口維持加算（Ⅱ） ５単位 ㈡ 経口維持加算（Ⅱ） ５単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型

医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、 医療施設において、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、

管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共 歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職

同して、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入院患者ご 種の者が共同して、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる

とに入院患者の摂食・嚥下機能に配慮した経口維持計画を作 入院患者ごとに入院患者の摂食・嚥下機能に配慮した経口維

成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受 持計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師
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けた管理栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂 又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、

取を進めるための特別な管理を行った場合には、次に掲げる 当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けている場

区分に応じ、当該計画が作成された日から起算して180日以内 合に限る。注２において同じ。）を受けた管理栄養士又は栄

の期間に限り、１日につきそれぞれ所定単位数を加算する。 養士が、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別

ただし、この場合において、経口移行加算を算定している場 な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、当該計画

合は、算定しない。また、経口維持加算（Ⅰ）を算定してい が作成された日から起算して180日以内の期間に限り、１日に

る場合は、経口維持加算（Ⅱ）は、算定しない。 つきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合にお

いて、経口移行加算を算定している場合は、算定しない。ま

た、経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合は、経口維持加

算（Ⅱ）は、算定しない。

イ 経口維持加算(Ⅰ) 経口により食事を摂取する者であっ イ 経口維持加算(Ⅰ) 経口により食事を摂取する者であっ

て、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に て、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に

より誤嚥が認められるものを対象としていること。 より誤嚥が認められるものを対象としていること。

ロ 経口維持加算(Ⅱ) 経口により食事を摂取する者であっ ロ 経口維持加算(Ⅱ) 経口により食事を摂取する者であっ

て、摂食機能障害を有し誤嚥が認められるものを対象とし て、摂食機能障害を有し誤嚥が認められるものを対象とし

ていること ていること

２ 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口に ２ 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口に

よる食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成 よる食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成

された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ

っても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入院患者で っても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入院患者で

あって、医師の指示に基づき、継続して誤嚥防止のための食 あって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続して誤嚥防

事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるものに対 止のための食事の摂取を進めるための特別な管理が必要とさ

しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。 れるものに対しては、引き続き当該加算を算定できるものと

する。

⑻ 口腔機能維持管理加算 30単位 ⑻ 口腔機能維持管理体制加算 30単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医

療施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛 療施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛

生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導 生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導

を月１回以上行っている場合であって、当該施設において歯科 を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び する。

指導に基づき、入院患者の口腔ケア・マネジメントに係る計画

が作成されている場合には、１月につき所定単位数を加算する。

※ 別に厚生労働大臣の定める基準の内容は次のとおり。

イ 当該施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛
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生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者又は入院患者の口腔

ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。

ロ 通所介護費等算定方法第十号から第十三号までに規定する基準

のいずれにも該当しないこと。

（新設） ⑼ 口腔機能維持管理加算 110単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医

療施設において、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入院

患者に対し、口腔ケアを月４回以上行った場合に、１月につき

所定単位数を加算する。ただし、この場合において、口腔機能

維持管理体制加算を算定していない場合は、算定しない。

※ 別に厚生労働大臣の定める基準の内容は次のとおり。

イ 当該施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛

生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者又は入院患者の口腔

ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。

ロ 通所介護費等算定方法第十号から第十三号までに規定する基準

のいずれにも該当しないこと。

⑼ 療養食加算 23単位 ⑽ 療養食加算 23単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知 注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知

事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労働大臣が 事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労働大臣が

定める療養食を提供したときは、１日につき所定単位数を加算 定める療養食を提供したときは、１日につき所定単位数を加算

する。ただし、この場合において、経口移行加算又は経口維持 する。ただし、この場合において、経口移行加算又は経口維持

加算を算定している場合は、算定しない。 加算を算定している場合は、算定しない。

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい

ること。 ること。

ロ 入院患者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内 ロ 入院患者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内

容の食事の提供が行われていること。 容の食事の提供が行われていること。

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

指定介護療養型医療施設において行われていること。 指定介護療養型医療施設において行われていること。

⑽ 在宅復帰支援機能加算 10単位 ⑾ 在宅復帰支援機能加算 10単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医

療施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場 療施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場

合にあっては、１日につき所定単位数を加算する。 合にあっては、１日につき所定単位数を加算する。
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イ 入院患者の家族との連絡調整を行っていること。 イ 入院患者の家族との連絡調整を行っていること。

ロ 入院患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し ロ 入院患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し

て、入院患者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所 て、入院患者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所

後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。 後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。

⑾ 特定診療費 ⑿ 特定診療費

入院患者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日 入院患者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日

常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行 常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行

った場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得 った場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得

た額を算定する。 た額を算定する。

⑿ 認知症専門ケア加算 ⒀ 認知症専門ケア加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労 道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労

働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、 働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位

数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して 数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 ⑴ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位

⑵ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 ⑵ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位

（新設） ⒁ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 200単位

注 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅で

の生活が困難であり、緊急に入院することが適当であると判断

した者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場合には、

入院した日から起算して７日を限度として、１日につき所定単

位数を加算する。

⒀ サービス提供体制強化加算 ⒂ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が入所者に対し 道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が入所者に対し

指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる 指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただ 区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位 ㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位

㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位 ㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位

㈢ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位

（新設） ⒃ 介護職員処遇改善加算
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃

金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た

指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指定介護療養施

設サービスを行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、

平成27年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ⑴から⒂までにより算定し

た単位数の1000分の11に相当する単位数

㈡ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ㈠により算定した単位数の1

00分の90に相当する単位数

㈢ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ㈠により算定した単位数の1

00分の80に相当する単位数

※ 厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の見込み額が、介護職員処遇改善

加算の算定見込み額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、

当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 当該指定介護療養型医療施設において、⑴の賃金改善に関す

る計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介

護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書

を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事に届け出て

いること。

⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

ること。

⑷ 当該指定介護療養型医療施設において、事業年度ごとに介護

職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭和

二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二十

二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十

七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇用

保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関する
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法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

⑹ 当該指定介護療養型医療施設において、労働保険料（労働保

険の保険料の徴収等に関する法律 （昭和四十四年法律第八十四

号）第十条第二項に規定する労働保険料をいう。）の納付が適

正に行われていること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれかの基準に適合すること。

㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めているこ

と。

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員

に周知していること。

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

ハ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サ ハ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サ

ービス ービス

⑴ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑴ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（１日につき）

㈠ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ） ㈠ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ）

ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（ｉ） ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（ｉ）

ｉ 要介護１ 1,017単位 ｉ 要介護１ 998単位

ⅱ 要介護２ 1,084単位 ⅱ 要介護２ 1,063単位

ⅲ 要介護３ 1,151単位 ⅲ 要介護３ 1,129単位
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○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月８日老企第４０号 厚生省老人保健福祉局企画課長通

知）

（変更点は下線部）

現 行 改 正 案

〔目次〕 〔目次〕

（略） （略）

第一 届出手続の運用 第一 届出手続の運用

１ 届出の受理 １ 届出の受理

⑴ 届出書類の受取り、要件審査、届出の受理及び国保連合会等へ ⑴ 届出書類の受取り、要件審査、届出の受理及び国保連合会等へ

の通知 の通知

「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪

問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅 問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅

介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施 介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について」（平成十二年三月一日老企第三十六号厚 上の留意事項について」（平成十二年三月一日老企第三十六号厚

生省老人保健福祉局企画課長通知。以下「訪問通所サービス通知」 生省老人保健福祉局企画課長通知。以下「訪問通所サービス通知」

という。）第一の１の⑴から⑷までを準用する。 という。）第一の１の⑴から⑷までを準用する。

⑵ 届出に係る加算等の算定の開始時期 ⑵ 届出に係る加算等の算定の開始時期

届出に係る加算等については、届出が受理された日が属する月 届出に係る加算等については、届出が受理された日が属する月

の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）か の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）か

ら算定を開始するものとする。 ら算定を開始するものとする。

２ 届出事項の公開等 ２ 届出事項の公開等

訪問通所サービス通知の第一の２から６までを準用する。 訪問通所サービス通知の第一の２から６までを準用する。

第二 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者 第二 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者

生活介護費に係る部分に限る。）及び施設サービス単位数表 生活介護費に係る部分に限る。）及び施設サービス単位数表

１ 通則 １ 通則

⑴ 算定上における端数処理について ⑴ 算定上における端数処理について

訪問通所サービス通知の第二の１の⑴を準用する。 訪問通所サービス通知の第二の１の⑴を準用する。

⑵ 入所等の日数の数え方について ⑵ 入所等の日数の数え方について

① 短期入所、入所又は入院の日数については、原則として、入 ① 短期入所、入所又は入院の日数については、原則として、入

所等した日及び退所等した日の両方を含むものとする。 所等した日及び退所等した日の両方を含むものとする。

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期 ② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期
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入所療養介護事業所、特定施設又は介護保険施設（以下②及び 入所療養介護事業所、特定施設又は介護保険施設（以下②及び

③において「介護保険施設等」という。）の間で、又は隣接若 ③において「介護保険施設等」という。）の間で、又は隣接若

しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職 しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職

員の兼務や施設の共用等が行われているものの間で、利用者等 員の兼務や施設の共用等が行われているものの間で、利用者等

が一の介護保険施設等から退所等をしたその日に他の介護保険 が一の介護保険施設等から退所等をしたその日に他の介護保険

施設等に入所等する場合については、入所等の日は含み、退所 施設等に入所等する場合については、入所等の日は含み、退所

等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活介護 等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活介護

の利用者がそのまま指定介護老人福祉施設に入所したような場 の利用者がそのまま指定介護老人福祉施設に入所したような場

合は、入所に切り替えた日については短期入所生活介護費は算 合は、入所に切り替えた日については短期入所生活介護費は算

定しない。 定しない。

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施 ③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施

設等と同一敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって医 設等と同一敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって医

療保険の診療報酬が適用されるもの（以下「医療保険適用病床」 療保険の診療報酬が適用されるもの（以下「医療保険適用病床」

という。）又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷 という。）又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷

地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当 地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当

該介護保険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が 該介護保険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が

行われているもの（以下③において「同一敷地内等の医療保険 行われているもの（以下③において「同一敷地内等の医療保険

適用病床」という。）に入院する場合（同一医療機関内の転棟 適用病床」という。）に入院する場合（同一医療機関内の転棟

の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所等の日は の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所等の日は

算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院し 算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院し

たその日に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内 たその日に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内

の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては入所等 の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては入所等

の日は算定されない。 の日は算定されない。

④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の ④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の

員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成十二年厚生省 員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成十二年厚生省

告示第二十七号。以下「通所介護費等の算定方法」という。） 告示第二十七号。以下「通所介護費等の算定方法」という。）

の適用に関する平均利用者数等の算定においては、入所等した の適用に関する平均利用者数等の算定においては、入所等した

日を含み、退所等した日は含まないものとする。 日を含み、退所等した日は含まないものとする。

⑶ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について ⑶ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービ ① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービ

ス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについて ス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについて

は、当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者等を は、当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者等を

入所等させているいわゆる定員超過利用に対し、介護給付費の 入所等させているいわゆる定員超過利用に対し、介護給付費の

減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、定員 減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、定員

超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているとこ 超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているとこ
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ろであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であ ろであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であ

り、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。 り、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。

② この場合の利用者等の数は、一月間（暦月）の利用者等の数 ② この場合の利用者等の数は、一月間（暦月）の利用者等の数

の平均を用いる。この場合、一月間の利用者等の数の平均は、 の平均を用いる。この場合、一月間の利用者等の数の平均は、

当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とす 当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とす

る。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切 る。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切

り上げるものとする。 り上げるものとする。

③ 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超 ③ 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超

過利用の基準に該当することとなった事業所又は施設について 過利用の基準に該当することとなった事業所又は施設について

は、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、 は、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、

利用者等の全員について、所定単位数が通所介護費等の算定方 利用者等の全員について、所定単位数が通所介護費等の算定方

法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消 法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消

されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。 されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。

④ 都道府県知事は、定員超過利用が行われている事業所又は施 ④ 都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

設に対しては、その解消を行うよう指導すること。当該指導に 第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」と

従わず、定員超過利用が二月以上継続する場合には、特別な事 いう。）又は同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以

情がある場合を除き、指定又は許可の取消しを検討するものと 下「中核市」という。）においては、指定都市又は中核市の市

する。 長。３の⑹ニｃ、７の⑻⑤を除き、以下同じ。）は、定員超過

利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解消を行

うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が二月

以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定又

は許可の取消しを検討するものとする。

⑤ 災害、虐待の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用 ⑤ 災害、虐待の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用

については、当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた については、当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた

時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することが 時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することが

やむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌月から所 やむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌月から所

定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないに 定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないに

もかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している もかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している

場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行 場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行

うものとする。 うものとする。

⑷ 常勤換算方法による職員数の算定方法について ⑷ 常勤換算方法による職員数の算定方法について

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設におい 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設におい

て常勤の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するも て常勤の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するも

のとし、小数点第二位以下を切り捨てるものとする。なお、やむ のとし、小数点第二位以下を切り捨てるものとする。なお、やむ

を得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に一割の範 を得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に一割の範

- 4 -

囲内で減少した場合は、一月を超えない期間内に職員が補充され 囲内で減少した場合は、一月を超えない期間内に職員が補充され

れば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。 れば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。

⑸ 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について ⑸ 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活 ① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活

介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護 介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護

療養施設サービスについては、当該事業所又は施設の看護師等 療養施設サービスについては、当該事業所又は施設の看護師等

の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆ の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆ

る人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通 る人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通

所介護費等の算定方法において、人員基準欠如の基準及び単位 所介護費等の算定方法において、人員基準欠如の基準及び単位

数の算定方法を明らかにしているところであるが、これは、適 数の算定方法を明らかにしているところであるが、これは、適

正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠 正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠

如の未然防止を図るよう努めるものとする。 如の未然防止を図るよう努めるものとする。

② 人員基準上満たすべき看護師等の員数を算定する際の利用者 ② 人員基準上満たすべき看護師等の員数を算定する際の利用者

数等は、当該年度の前年度（毎年四月一日に始まり翌年三月三 数等は、当該年度の前年度（毎年四月一日に始まり翌年三月三

十一日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用い 十一日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用い

る（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による。）。この る（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による。）。この

場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該 場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該

前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算 前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算

定に当たっては、小数点第二位以下を切り上げるものとする。 定に当たっては、小数点第二位以下を切り上げるものとする。

③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、 ③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、

イ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場 イ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場

合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月 合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月

まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の

算定方法に規定する算定方法に従って減算され、 算定方法に規定する算定方法に従って減算され、

ロ 一割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基 ロ 一割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基

準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい 準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい

て所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法 て所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法

に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準 に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準

を満たすに至っている場合を除く。）。 を満たすに至っている場合を除く。）。

④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月 ④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月

から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全 から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全

員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算 員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算

定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員 定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員

基準を満たすに至っている場合を除く。）。 基準を満たすに至っている場合を除く。）。

⑤ 看護・介護職員については、最も低い所定単位数を算定する ⑤ 看護・介護職員については、最も低い所定単位数を算定する
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ために必要な員数を満たさない場合にはじめて人員基準欠如と ために必要な員数を満たさない場合にはじめて人員基準欠如と

なるものであり、最も低い所定単位数を基にして減算を行うも なるものであり、最も低い所定単位数を基にして減算を行うも

のであること（したがって、例えば看護六：一、介護四：一の のであること（したがって、例えば看護六：一、介護四：一の

職員配置に応じた所定単位数を算定していた指定介護療養型医 職員配置に応じた所定単位数を算定していた指定介護療養型医

療施設において、看護六：一、介護四：一を満たさなくなった 療施設において、看護六：一、介護四：一を満たさなくなった

が看護六：一、介護五：一は満たすという状態になった場合は、 が看護六：一、介護五：一は満たすという状態になった場合は、

看護六：一、介護四：一の所定単位数に百分の七十を乗じて得 看護六：一、介護四：一の所定単位数に百分の七十を乗じて得

た単位数ではなく、看護六：一、介護五：一の所定単位数を算 た単位数ではなく、看護六：一、介護五：一の所定単位数を算

定するものであり、看護六：一、介護六：一を下回ってはじめ 定するものであり、看護六：一、介護六：一を下回ってはじめ

て人員基準欠如となるものであること）。なお、届け出ていた て人員基準欠如となるものであること）。なお、届け出ていた

看護・介護職員の職員配置を満たせなくなった場合には、事業 看護・介護職員の職員配置を満たせなくなった場合には、事業

者又は施設は該当することとなった職員配置を速やかに都道府 者又は施設は該当することとなった職員配置を速やかに都道府

県知事に届け出なければならないこと。また、より低い所定単 県知事に届け出なければならないこと。また、より低い所定単

位数の適用については、③の例によるものとすること。 位数の適用については、③の例によるものとすること。

ただし、ユニット型短期入所療養介護事業所又はユニット型 ただし、ユニット型短期入所療養介護事業所又はユニット型

指定介護療養型医療施設については、看護六：一、介護四：一 指定介護療養型医療施設については、看護六：一、介護四：一

を下回る職員配置は認められていないため、看護六：一、介護 を下回る職員配置は認められていないため、看護六：一、介護

五：一、看護六：一、介護六：一の職員配置に応じた所定単位 五：一、看護六：一、介護六：一の職員配置に応じた所定単位

数を定めておらず、職員配置が看護六：一、介護四：一を満た 数を定めておらず、職員配置が看護六：一、介護四：一を満た

さない場合は人員基準欠如となるものであり、看護六：一、介 さない場合は人員基準欠如となるものであり、看護六：一、介

護四：一の所定単位数に百分の七十を乗じて得た単位数を算定 護四：一の所定単位数に百分の七十を乗じて得た単位数を算定

する。 する。

⑥ 都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、 ⑥ 都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、

職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導するこ 職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導するこ

と。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除 と。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除

き、指定又は許可の取消しを検討するものとする。 き、指定又は許可の取消しを検討するものとする。

⑹ 夜勤体制による減算について ⑹ 夜勤体制による減算について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービ ① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービ

ス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについて ス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについて

は、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単位数 は、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単位数

の減算に係る規定（厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤 の減算に係る規定（厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十九号。以下 務条件に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十九号。以下

「夜勤職員基準」という。））を置いているところであるが、こ 「夜勤職員基準」という。））を置いているところであるが、こ

れらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応 れらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応

し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤 し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤
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を行う看護職員又は介護職員の員数不足の未然防止を図るよう を行う看護職員又は介護職員の員数不足の未然防止を図るよう

努めるものとする。 努めるものとする。

② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算について ② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算について

は、ある月（暦月）において以下のいずれかの事態が発生した は、ある月（暦月）において以下のいずれかの事態が発生した

場合に、その翌月において利用者等の全員について、所定単位 場合に、その翌月において利用者等の全員について、所定単位

数が減算されることとする。 数が減算されることとする。

イ 夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前五時までの時間を含 イ 夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前五時までの時間を含

めた連続する十六時間をいい、原則として事業所又は施設ご めた連続する十六時間をいい、原則として事業所又は施設ご

とに設定するものとする。）において夜勤を行う職員数が夜 とに設定するものとする。）において夜勤を行う職員数が夜

勤職員基準に定める員数に満たない事態が二日以上連続して 勤職員基準に定める員数に満たない事態が二日以上連続して

発生した場合 発生した場合

ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定 ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定

める員数に満たない事態が四日以上発生した場合 める員数に満たない事態が四日以上発生した場合

③ 夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数について ③ 夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数について

は、⑸②を準用すること。この場合において「小数点第二位以 は、⑸②を準用すること。この場合において「小数点第二位以

下」とあるのは「小数点以下」と読み替えるものとすること。 下」とあるのは「小数点以下」と読み替えるものとすること。

④ 都道府県知事は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、 ④ 都道府県知事は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、

夜勤を行う職員の確保を指導し、当該指導に従わない場合は、 夜勤を行う職員の確保を指導し、当該指導に従わない場合は、

指定の取消しを検討すること。 指定の取消しを検討すること。

⑺ 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について ⑺ 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について

人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、 人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、

イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において一年未 イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において一年未

満の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。） 満の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）

の利用者数等は、新設又は増床の時点から六月未満の間は、 の利用者数等は、新設又は増床の時点から六月未満の間は、

便宜上、ベッド数の九十％を利用者数等とし、新設又は増床 便宜上、ベッド数の九十％を利用者数等とし、新設又は増床

の時点から六月以上一年未満の間は、直近の六月における全 の時点から六月以上一年未満の間は、直近の六月における全

利用者等の延数を六月間の日数で除して得た数とし、新設又 利用者等の延数を六月間の日数で除して得た数とし、新設又

は増床の時点から一年以上経過している場合は、直近一年間 は増床の時点から一年以上経過している場合は、直近一年間

における全利用者等の延数を一年間の日数で除して得た数と における全利用者等の延数を一年間の日数で除して得た数と

する。 する。

ロ 減床の場合には、減床後の実績が三月以上あるときは、減 ロ 減床の場合には、減床後の実績が三月以上あるときは、減

床後の延利用者数を延日数で除して得た数とする。 床後の延利用者数を延日数で除して得た数とする。

ただし、病院又は診療所の医師の人員基準欠如の運用にお ただし、病院又は診療所の医師の人員基準欠如の運用にお

ける利用者数等については、医療法の取扱いの例によるもの ける利用者数等については、医療法の取扱いの例によるもの

であり、医事担当部局と十分連携を図るものとする。 であり、医事担当部局と十分連携を図るものとする。
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ものであること。 ものであること。

⑵ 診療録への記載 ⑵ 診療録への記載

指定介護療養型医療施設の入院患者に係る診療録について、医 介護療養型医療施設の入院患者に係る診療録について、医療保

療保険の診療録の様式を用いる場合にあっては、「保険者番号」 険の診療録の様式を用いる場合にあっては、「保険者番号」の欄

の欄には介護保険者の番号を、「被保険者証・被保険者手帳」の には介護保険者の番号を、「被保険者証・被保険者手帳」の「記

「記号・番号」の欄には介護保険の被保険者証の番号を、「有効 号・番号」の欄には介護保険の被保険者証の番号を、「有効期限」

期限」の欄には要介護認定の有効期限を、「被保険者氏名」の欄 の欄には要介護認定の有効期限を、「被保険者氏名」の欄には要

には要介護状態区分をそれぞれ記載し、「資格取得」、「事業所」 介護状態区分をそれぞれ記載し、「資格取得」、「事業所」及び「保

及び「保険者」の欄は空白とし、「備考欄」に医療保険に係る保 険者」の欄は空白とし、「備考欄」に医療保険に係る保険者番号

険者番号等の情報を記載すること。緊急時等で医療保険に請求す 等の情報を記載すること。緊急時等で医療保険に請求する医療行

る医療行為等を行った場合には、当該医療行為等に係る記載部分 為等を行った場合には、当該医療行為等に係る記載部分に下線を

に下線を引くか枠で囲む等により明確に分けられるようにするこ 引くか枠で囲む等により明確に分けられるようにすること。なお、

と。なお、指定介護療養型医療施設の入院患者の診療録について 介護療養型医療施設の入院患者の診療録については、医療保険適

は、医療保険適用病床の患者と見分けられるようにすること。 用病床の患者と見分けられるようにすること。

⑶ 所定単位数の算定単位について ⑶ 所定単位数の算定単位について

指定介護療養型医療施設においては、各類型の介護療養施設サ 介護療養型医療施設においては、各類型の介護療養施設サービ

ービス費のうち、介護保険適用病床の看護職員等の配置によって ス費のうち、介護保険適用病床の看護職員等の配置によって一種

一種類を選定し届け出ることとする。病棟によって、複数の届出 類を選定し届け出ることとする。病棟によって、複数の届出を行

を行うことはできない。なお、一病棟において介護保険適用病床 うことはできない。なお、一病棟において介護保険適用病床と医

と医療保険適用病床が混在する場合には、当該病棟すべてが介護 療保険適用病床が混在する場合には、当該病棟すべてが介護保険

保険適用病床とみなして、必要な人員を確保していることが必要 適用病床とみなして、必要な人員を確保していることが必要であ

である。ただし、療養病床（医療法等の一部を改正する法律（平 る。ただし、療養病床（医療法等の一部を改正する法律（平成十

成十二年法律第百四十一号）附則第二条第三項第五号に規定する 二年法律第百四十一号）附則第二条第三項第五号に規定する経過

経過的旧療養型病床群を含む。）、老人性認知症疾患療養病棟が混 的旧療養型病床群を含む。）、老人性認知症疾患療養病棟が混在し

在している場合には、それぞれの類型毎に一種類を選定して届け ている場合には、それぞれの類型毎に一種類を選定して届け出る

出ること。 こと。

⑷ 「病棟」について ⑷ 「病棟」について

① 病棟の概念は、病院である医療機関の各病棟における看護体 ① 病棟の概念は、病院である医療機関の各病棟における看護体

制の一単位をもって病棟として取り扱うものとする。なお、高 制の一単位をもって病棟として取り扱うものとする。なお、高

層建築等の場合であって、複数階（原則として二つの階）を一 層建築等の場合であって、複数階（原則として二つの階）を一

病棟として認めることは差し支えないが、三つ以上の階を一病 病棟として認めることは差し支えないが、三つ以上の階を一病

棟とすることは、④の要件を満たしている場合に限り、特例と 棟とすることは、④の要件を満たしている場合に限り、特例と

して認められるものであること。 して認められるものであること。

② 一病棟当たりの病床数については、効率的な看護管理、夜間 ② 一病棟当たりの病床数については、効率的な看護管理、夜間

における適正な看護の確保、当該病棟に係る建物等の構造の観 における適正な看護の確保、当該病棟に係る建物等の構造の観
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点から、総合的に判断した上で決定されるものであり、原則と 点から、総合的に判断した上で決定されるものであり、原則と

して六十床以下を標準とする。 して六十床以下を標準とする。

③ ②の病床数の標準を上回っている場合については、二以上の ③ ②の病床数の標準を上回っている場合については、二以上の

病棟に分割した場合には、片方について一病棟として成り立た 病棟に分割した場合には、片方について一病棟として成り立た

ない、建物構造上の事情で標準を満たすことが困難である、近 ない、建物構造上の事情で標準を満たすことが困難である、近

く建物の改築がなされることが確実である等、やむを得ない理 く建物の改築がなされることが確実である等、やむを得ない理

由がある場合に限り、認められるものであること。 由がある場合に限り、認められるものであること。

④ 複数階で一病棟を構成する場合についても前記②及び③と同 ④ 複数階で一病棟を構成する場合についても前記②及び③と同

様であるが、いわゆるサブナース・ステーションの設置や看護 様であるが、いわゆるサブナース・ステーションの設置や看護

職員の配置を工夫すること。 職員の配置を工夫すること。

⑸ 百床未満の病院の人員基準欠如等による減算の特例について ⑸ 百床未満の病院の人員基準欠如等による減算の特例について

① 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）上の許可病床数（感 ① 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）上の許可病床数（感

染症病床を除く。）が百床未満の病院においては、やむを得な 染症病床を除く。）が百床未満の病院においては、やむを得な

い事情により配置されていた職員数が一割の範囲内で減少した い事情により配置されていた職員数が一割の範囲内で減少した

場合の人員基準欠如による所定単位数の減算については、当分 場合の人員基準欠如による所定単位数の減算については、当分

の間、次のとおり取り扱うものとする。 の間、次のとおり取り扱うものとする。

イ 看護・介護職員の人員基準欠如については、 イ 看護・介護職員の人員基準欠如については、

ａ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した ａ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した

場合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至っ 場合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至っ

た月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護 た月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護

費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、 費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、

ｂ 一割の範囲内で減少した場合には、その三月後から人員 ｂ 一割の範囲内で減少した場合には、その三月後から人員

基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員に 基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員に

ついて所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算 ついて所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算

定方法に従って減算される（ただし、翌々月の末日におい 定方法に従って減算される（ただし、翌々月の末日におい

て人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。 て人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。

ロ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その三月 ロ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その三月

後から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等 後から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等

の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定 の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定

する算定方法に従って減算される（ただし、翌々月の末日に する算定方法に従って減算される（ただし、翌々月の末日に

おいて人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。 おいて人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。

② 医療法上の許可病床数（感染症病床を除く。）が百床未満の ② 医療法上の許可病床数（感染症病床を除く。）が百床未満の

病院において、届け出ていた看護職員・介護職員の職員配置を 病院において、届け出ていた看護職員・介護職員の職員配置を

満たせなくなった場合のより低い所定単位数の適用（人員基準 満たせなくなった場合のより低い所定単位数の適用（人員基準

欠如の場合を除く。）については、①の例によるものとするこ 欠如の場合を除く。）については、①の例によるものとするこ
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と。 と。

⑹ 看護職員の数の算定について ⑹ 看護職員の数の算定について

看護職員の数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっ 看護職員の数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっ

ている看護職員の数であり、その算定にあたっては、看護部長等 ている看護職員の数であり、その算定にあたっては、看護部長等

（専ら、病院全体の看護管理に従事する者をいう。）、当該医療機 （専ら、病院全体の看護管理に従事する者をいう。）、当該医療機

関附属の看護師養成所等の専任教員、外来勤務、手術室勤務又は 関附属の看護師養成所等の専任教員、外来勤務、手術室勤務又は

中央材料室勤務等の看護職員の数は算入しない。ただし、病棟勤 中央材料室勤務等の看護職員の数は算入しない。ただし、病棟勤

務と外来勤務、手術室勤務、中央材料室勤務、集中治療室勤務、 務と外来勤務、手術室勤務、中央材料室勤務、集中治療室勤務、

褥瘡対策に係る専任の看護師等を兼務する場合は、勤務計画表に 褥瘡対策に係る専任の看護師等を兼務する場合は、勤務計画表に

よる病棟勤務の時間を比例計算のうえ、看護職員の数に算入する よる病棟勤務の時間を比例計算のうえ、看護職員の数に算入する

ことができる。なお、兼務者の時間割比例計算による算入は、兼 ことができる。なお、兼務者の時間割比例計算による算入は、兼

務者の病棟勤務延時間数を所定労働時間で除して得た数をもって 務者の病棟勤務延時間数を所定労働時間で除して得た数をもって

看護職員の人員とすること。 看護職員の人員とすること。

⑺ 夜勤体制による減算及び加算の特例について ⑺ 夜勤体制による減算及び加算の特例について

療養型介護療養施設サービス費については、所定単位数及び夜 療養型介護療養施設サービス費については、所定単位数及び夜

間勤務等看護(Ⅰ)から(Ⅲ)までを算定するための基準を夜勤職員 間勤務等看護(Ⅰ)から(Ⅲ)までを算定するための基準を夜勤職員

基準において定めている（第七号イにおいて準用する第二号ロ⑴） 基準において定めている（第七号イにおいて準用する第二号ロ⑴）

ところであるが、その取扱いについては、以下のとおりとするこ ところであるが、その取扱いについては、以下のとおりとするこ

と。 と。

① 夜勤を行う職員の勤務体制については、施設単位ではなく、 ① 夜勤を行う職員の勤務体制については、施設単位ではなく、

病棟単位で職員数を届け出ること。 病棟単位で職員数を届け出ること。

② 夜勤を行う職員の数は、一日平均夜勤職員数とする。一日平 ② 夜勤を行う職員の数は、一日平均夜勤職員数とする。一日平

均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後十時から翌日の 均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後十時から翌日の

午前五時までの時間を含めた連続する十六時間をいう。）にお 午前五時までの時間を含めた連続する十六時間をいう。）にお

ける延夜勤時間数を、当該月の日数に十六を乗じて得た数で除 ける延夜勤時間数を、当該月の日数に十六を乗じて得た数で除

することによって算定し、小数点第三位以下は切り捨てるもの することによって算定し、小数点第三位以下は切り捨てるもの

とする。 とする。

③ 月平均夜勤時間数は、各病棟ごとに届出前一月又は四週間の ③ 月平均夜勤時間数は、各病棟ごとに届出前一月又は四週間の

夜勤時間帯における看護職員及び介護職員の延夜勤時間数を夜 夜勤時間帯における看護職員及び介護職員の延夜勤時間数を夜

勤時間帯に従事した実人員で除して得た数とし、当該月当たり 勤時間帯に従事した実人員で除して得た数とし、当該月当たり

の平均夜勤時間数の直近一月又は直近四週間の実績の平均値に の平均夜勤時間数の直近一月又は直近四週間の実績の平均値に

よって判断する。なお、届出直後においては、当該病棟の直近 よって判断する。なお、届出直後においては、当該病棟の直近

三月間又は十二週間の実績の平均値が要件を満たしていれば差 三月間又は十二週間の実績の平均値が要件を満たしていれば差

し支えない。 し支えない。

④ 専ら夜間勤務時間帯に従事する者（以下「夜勤専従者」とい ④ 専ら夜間勤務時間帯に従事する者（以下「夜勤専従者」とい
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う。）については、それぞれの夜勤時間数は基準の概ね二倍以 う。）については、それぞれの夜勤時間数は基準の概ね二倍以

内であること。月平均夜勤時間数の計算に含まれる実人員及び 内であること。月平均夜勤時間数の計算に含まれる実人員及び

延夜勤時間数には、夜勤専従者及び月当たりの夜勤時間数が一 延夜勤時間数には、夜勤専従者及び月当たりの夜勤時間数が一

六時間以下の者は除く。ただし、一日平均夜勤職員数の算定に 六時間以下の者は除く。ただし、一日平均夜勤職員数の算定に

おいては、全ての夜勤従事者の夜勤時間数が含まれる。 おいては、全ての夜勤従事者の夜勤時間数が含まれる。

⑤ 一日平均夜勤職員数又は月平均夜勤時間数が以下のいずれか ⑤ 一日平均夜勤職員数又は月平均夜勤時間数が以下のいずれか

に該当する月においては、入院患者の全員について、所定単位 に該当する月においては、入院患者の全員について、所定単位

数が減算される。夜間勤務等看護加算を算定している病院にお 数が減算される。夜間勤務等看護加算を算定している病院にお

いて、届け出ていた夜勤を行う職員数を満たせなくなった場合 いて、届け出ていた夜勤を行う職員数を満たせなくなった場合

も同様に取り扱うものとする。 も同様に取り扱うものとする。

イ 前月において一日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により イ 前月において一日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により

確保されるべき員数から一割を超えて不足していたこと。 確保されるべき員数から一割を超えて不足していたこと。

ロ 一日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保されるべ ロ 一日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保されるべ

き員数から一割の範囲内で不足している状況が過去三月間（暦 き員数から一割の範囲内で不足している状況が過去三月間（暦

月）継続していたこと。 月）継続していたこと。

ハ 前月において月平均夜勤時間数が、夜勤職員基準上の基準 ハ 前月において月平均夜勤時間数が、夜勤職員基準上の基準

時間を一割以上上回っていたこと。 時間を一割以上上回っていたこと。

ニ 月平均夜勤時間数の過去三月間（暦月）の平均が、夜勤職 ニ 月平均夜勤時間数の過去三月間（暦月）の平均が、夜勤職

員基準上の基準時間を超えていたこと。 員基準上の基準時間を超えていたこと。

⑥ 夜勤体制による減算が適用された場合は夜勤体制による加算 ⑥ 夜勤体制による減算が適用された場合は夜勤体制による加算

は算定しないものとする。 は算定しないものとする。

⑦ 当該施設ユニット部分又はユニット部分以外について所定の ⑦ 当該施設ユニット部分又はユニット部分以外について所定の

員数を置いていない場合について施設利用者全員に対して行わ 員数を置いていない場合について施設利用者全員に対して行わ

れるものであること。具体的には、ユニット部分について夜勤 れるものであること。具体的には、ユニット部分について夜勤

体制による要件を満たさずユニット以外の部分について夜勤体 体制による要件を満たさずユニット以外の部分について夜勤体

制の要件を満たす場合であっても施設利用者全員に対し減算が 制の要件を満たす場合であっても施設利用者全員に対し減算が

行われること。 行われること。

⑻ 人員基準欠如による所定単位数の減算について ⑻ 人員基準欠如による所定単位数の減算について

病院である指定介護療養型医療施設の人員基準欠如による所定 病院である介護療養型医療施設の人員基準欠如による所定単位

単位数の減算の基準は、職員配置基準第十三号イ⑵において規定 数の減算の基準は、通所介護費等の算定方法第十三号イ⑵におい

しているところであるが、具体的な取扱いは以下のとおりである て規定しているところであるが、具体的な取扱いは以下のとおり

こと。 であること。

① 指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護職員又は ① 介護療養施設サービスを行う病棟における看護職員又は介護

介護職員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員数 職員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満

を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、 たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、
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イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施 イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施

設サービス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認 設サービス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認

知症疾患型経過型介護療養施設サービス費については、療養 知症疾患型経過型介護療養施設サービス費については、療養

型介護療養施設サービス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護 型介護療養施設サービス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護

療養施設サービス費の(Ⅱ)又は認知症疾患型介護療養施設サ 療養施設サービス費の(Ⅱ)又は認知症疾患型介護療養施設サ

ービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経 ービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経

過型介護療養施設サービス費の所定単位数に百分の七十を乗 過型介護療養施設サービス費の所定単位数に百分の七十を乗

じて得た単位数が算定される。 じて得た単位数が算定される。

ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療 ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療

養型経過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾 養型経過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾

患型介護療養施設サービス費については、所定単位数に百分 患型介護療養施設サービス費については、所定単位数に百分

の七十を乗じて得た単位数が算定される。 の七十を乗じて得た単位数が算定される。

② 介護支援専門員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定 ② 介護支援専門員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定

める員数を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、 める員数を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、

各類型の介護療養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配 各類型の介護療養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配

置に応じた所定単位数に百分の七十を乗じて得た単位数が算定 置に応じた所定単位数に百分の七十を乗じて得た単位数が算定

される。 される。

③ 介護支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟に ③ 介護支援専門員及び介護療養施設サービスを行う病棟におけ

おける看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療施 る看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基

設基準に定める員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必 準に定める員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数

要数に対する割合（以下「正看比率」という。）が二割未満で に対する割合（以下「正看比率」という。）が二割未満である

ある場合は、 場合は、

イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施 イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施

設サービス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認 設サービス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認

知症疾患型経過型介護療養施設サービス費については、療養 知症疾患型経過型介護療養施設サービス費については、療養

型介護療養施設サービス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護 型介護療養施設サービス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護

療養施設サービス費の(Ⅱ)又は認知症疾患型介護療養施設サ 療養施設サービス費の(Ⅱ)又は認知症疾患型介護療養施設サ

ービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経 ービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経

過型介護療養施設サービス費の所定単位数に百分の九十を乗 過型介護療養施設サービス費の所定単位数に百分の九十を乗

じて得た単位数が算定される。 じて得た単位数が算定される。

ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療 ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療

養型経過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾 養型経過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾

患型介護療養施設サービス費については、所定単位数に百分 患型介護療養施設サービス費については、所定単位数に百分

の九十を乗じて得た単位数が算定される。 の九十を乗じて得た単位数が算定される。

④ 僻地に所在する病院であって、介護支援専門員及び指定介護 ④ 僻地に所在する病院であって、介護支援専門員及び介護療養
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療養施設サービスを行う病棟における看護・介護職員の員数に 施設サービスを行う病棟における看護・介護職員の員数につい

ついては指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満たし、 ては指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満たし、正看

正看比率も二割以上であるが、医師の員数が指定介護療養型医 比率も二割以上であるが、医師の員数が指定介護療養型医療施

療施設基準に定める員数の六割未満であるもの（医師の確保に 設基準に定める員数の六割未満であるもの（医師の確保に関す

関する計画を都道府県知事に届け出たものに限る。）において る計画を都道府県知事に届け出たものに限る。）においては、

は、各類型の介護療養施設サービス費のうち、看護・介護職員 各類型の介護療養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配

の配置に応じた所定単位数から十二単位を控除して得た単位数 置に応じた所定単位数から十二単位を控除して得た単位数が算

が算定される。 定される。

⑤ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道 ⑤ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道

府県知事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院で 府県知事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院で

あって、介護支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う あって、介護支援専門員及び介護療養施設サービスを行う病棟

病棟における看護・介護職員の員数については指定介護療養型 における看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療

医療施設基準に定める員数を満たしているが、医師の員数が指 施設基準に定める員数を満たしているが、医師の員数が指定介

定介護療養型医療施設基準に定める員数の六割未満であるもの 護療養型医療施設基準に定める員数の六割未満であるもの（正

（正看比率は問わない）においては、療養型介護療養施設サー 看比率は問わない）においては、療養型介護療養施設サービス

ビス費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の 費の(Ⅲ)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の(Ⅱ)

(Ⅱ)又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若 又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しく

しくは(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス は(Ⅴ)若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の

費の所定単位数に百分の九十を乗じて得た単位数が算定される。 所定単位数に百分の九十を乗じて得た単位数が算定される。

⑥ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位数 ⑥ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位数

の減算が適用される場合は、医療法施行規則（昭和二十三年厚 の減算が適用される場合は、医療法施行規則（昭和二十三年厚

生省令第五十号）第四十九条の規定が適用される病院に係る減 生省令第五十号）第四十九条の規定が適用される病院に係る減

算は適用されない。 算は適用されない。

⑼ 所定単位数を算定するための施設基準について ⑼ 所定単位数を算定するための施設基準について

療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービ 療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービ

ス費又は認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単 ス費又は認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単

位数を算定するためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の 位数を算定するためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の

員数以上配置されることのほか、次に掲げる基準を満たす必要が 員数以上配置されることのほか、次に掲げる基準を満たす必要が

あること。 あること。

① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設 ① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設

サービス費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニ サービス費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニ

ット型療養型経過型介護療養施設サービス費（施設基準第五十 ット型療養型経過型介護療養施設サービス費（施設基準第五十

二号において準用する施設基準第十二号ニからヘまで） 二号において準用する施設基準第十二号ニからヘまで）

イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。 イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。

ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如 ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如
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になっていないこと。 になっていないこと。

ハ 療養病棟の病室が、次の基準を満たすこと。 ハ 療養病棟の病室が、次の基準を満たすこと。

ａ ユニット型でない場合 ａ ユニット型でない場合

(a) 一の病室の病床数が四床以下であること。 (a) 一の病室の病床数が四床以下であること。

(b) 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メー (b) 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メー

トル以上であること。 トル以上であること。

(c) 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル (c) 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル

（両側に居室がある廊下については、二・七メートル） （両側に居室がある廊下については、二・七メートル）

以上であること。ただし、療養型経過型介護療養施設サ 以上であること。ただし、療養型経過型介護療養施設サ

ービス費を算定する指定介護療養型医療施設に係る病室 ービス費を算定する介護療養型医療施設に係る病室に隣

に隣接する廊下については、一・二メートル（両側に居 接する廊下については、一・二メートル（両側に居室が

室がある廊下については、一・六メートル）以上とする。 ある廊下については、一・六メートル）以上とする。

ｂ ユニット型の場合 ｂ ユニット型の場合

(a) 一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患 (a) 一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患

者への指定介護療養施設サービスの提供上必要と認めら 者への介護療養施設サービスの提供上必要と認められる

れる場合は、二人とすることができること。 場合は、二人とすることができること。

(b) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該 (b) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該

ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること。 ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること。

ただし、一のユニットの入院患者の定員は、概ね十人以 ただし、一のユニットの入院患者の定員は、概ね十人以

下としなければならないこと。 下としなければならないこと。

(c) 一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。 (c) 一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。

(ⅰ) 十・六五平方メートル以上とすること。ただし、(a) (ⅰ) 十・六五平方メートル以上とすること。ただし、(a)

ただし書の場合にあっては、二十一・三平方メートル ただし書の場合にあっては、二十一・三平方メートル

以上とすること。 以上とすること。

(ⅱ) ユニットに属さない病室を改修したものについて (ⅱ) ユニットに属さない病室を改修したものについて

は、入院患者同士の視線の遮断の確保を前提とした上 は、入院患者同士の視線の遮断の確保を前提とした上

で、病室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙 で、病室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙

間が生じていても差し支えないこと。 間が生じていても差し支えないこと。

(d) ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 (d) ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

ニ 機能訓練室が内法による測定で四十平方メートル以上の床 ニ 機能訓練室が内法による測定で四十平方メートル以上の床

面積を有すること。 面積を有すること。

ホ 入院患者一人につき一平方メートル以上の広さを有する食 ホ 入院患者一人につき一平方メートル以上の広さを有する食

堂、及び浴室を有すること（ユニット型個室及びユニット型 堂、及び浴室を有すること（ユニット型個室及びユニット型

準個室を除く。）。 準個室を除く。）。

② 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介 ② 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介
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護療養施設サービス費（施設基準第五十二号において準用する 護療養施設サービス費（施設基準第五十二号において準用する

施設基準第十二号チ及びリ） 施設基準第十二号チ及びリ）

イ 療養病室が、次の基準を満たすこと。 イ 療養病室が、次の基準を満たすこと。

ａ ユニット型でない場合 ａ ユニット型でない場合

(a) 一の病室の病床数が四床以下であること。 (a) 一の病室の病床数が四床以下であること。

(b) 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メー (b) 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メー

トル以上であること。 トル以上であること。

(c) 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル (c) 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル

（両側に居室がある廊下については、二・七メートル） （両側に居室がある廊下については、二・七メートル）

以上であること。 以上であること。

ｂ ユニット型の場合 ｂ ユニット型の場合

(a) 一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患 (a) 一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患

者への指定介護療養施設サービスの提供上必要と認めら 者への介護療養施設サービスの提供上必要と認められる

れる場合は、二人とすることができること。 場合は、二人とすることができること。

(b) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該 (b) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該

ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること。 ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること。

ただし、一のユニットの入院患者の定員は、概ね十人以 ただし、一のユニットの入院患者の定員は、概ね十人以

下としなければならないこと。 下としなければならないこと。

(c) 一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。 (c) 一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。

(ⅰ) 十・六五平方メートル以上とすること。ただし、(a) (ⅰ) 十・六五平方メートル以上とすること。ただし、(a)

ただし書の場合にあっては、二十一・三平方メートル ただし書の場合にあっては、二十一・三平方メートル

以上とすること。 以上とすること。

(ⅱ) ユニットに属さない病室を改修したものについて (ⅱ) ユニットに属さない病室を改修したものについて

は、入院患者同士の視線の遮断の確保を前提とした上 は、入院患者同士の視線の遮断の確保を前提とした上

で、病室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙 で、病室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙

間が生じていても差し支えないこと。 間が生じていても差し支えないこと。

(d) ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 (d) ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

ロ 入院患者一人につき、一平方メートル以上の広さを有する ロ 入院患者一人につき、一平方メートル以上の広さを有する

食堂、及び浴室を有すること（ユニット型個室、ユニット型 食堂、及び浴室を有すること（ユニット型個室、ユニット型

準個室を除く。）。 準個室を除く。）。

③ 認知症疾患型介護療養施設サービス費、認知症疾患型経過型 ③ 認知症疾患型介護療養施設サービス費、認知症疾患型経過型

介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養 介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養

施設サービス費（施設基準第五十二号において準用する施設基 施設サービス費（施設基準第五十二号において準用する施設基

準第十二号ルからワまで） 準第十二号ルからワまで）

イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。 イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。
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ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如 ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如

になっていないこと。 になっていないこと。

ハ 老人性認知症疾患療養病棟の病室が次の基準を満たすこと。 ハ 老人性認知症疾患療養病棟の病室が次の基準を満たすこと。

ａ 一の病室の病床数が四床以下であること。 ａ 一の病室の病床数が四床以下であること。

ｂ 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メート ｂ 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メート

ル以上であること。 ル以上であること。

ｃ 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両 ｃ 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両

側に居室がある廊下については、二・七メートル）以上で 側に居室がある廊下については、二・七メートル）以上で

あること。ただし、認知症疾患型経過型介護療養施設サー あること。ただし、認知症疾患型経過型介護療養施設サー

ビス費を算定する指定介護療養型医療施設に係る病室に隣 ビス費を算定する介護療養型医療施設に係る病室に隣接す

接する廊下については、一・二メートル（両側に居室があ る廊下については、一・二メートル（両側に居室がある廊

る廊下については、一・六メートル）以上とする。 下については、一・六メートル）以上とする。

⑽ 介護療養施設サービス費を算定するための基準について ⑽ 介護療養施設サービス費を算定するための基準について

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第五十六号に規定する ① 介護療養施設サービス費は、施設基準第五十六号に規定する

基準に従い、以下の通り、算定すること。 基準に従い、以下の通り、算定すること。

イ 施設基準第五十六号イに規定する介護療養施設サービス費 イ 施設基準第五十六号イに規定する介護療養施設サービス費

介護療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員 介護療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員

が一人のものに限る。）(｢従来型個室」という。）の入院患者 が一人のものに限る。）(｢従来型個室」という。）の入院患者

に対して行われるものであること。 に対して行われるものであること。

ロ 施設基準第五十六号ロに規定する介護療養施設サービス費 ロ 施設基準第五十六号ロに規定する介護療養施設サービス費

介護療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員 介護療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員

が二人以上のものに限る。）(｢多床室」という。）の入院患者 が二人以上のものに限る。）(｢多床室」という。）の入院患者

に対して行われるものであること。 に対して行われるものであること。

ハ 施設基準第五十六号ハに規定する介護療養施設サービス費 ハ 施設基準第五十六号ハに規定する介護療養施設サービス費

介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介 介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（健康保

護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）

十二年厚生省令第四十一号。以下「指定介護療養型医療施設 附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有す

基準」という。）第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅰ)、第四十 るものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運

条第二項第一号イ⑶(ⅰ)又は第四十一条第二項第一号イ⑶ 営に関する基準（平成十二年厚生省令第四十一号。以下「指

(ⅰ)（指定居宅サービス基準改正省令附則第六条第一項の規 定介護療養型医療施設基準」という。）第三十九条第二項第

定により読み替えて適用する場合を含む。）を満たすものに 一号イ⑶(ⅰ)、第四十条第二項第一号イ⑶(ⅰ)又は第四十一

限る。）(｢ユニット型個室」という。）の入院患者に対して行 条第二項第一号イ⑶(ⅰ)を満たすものに限る。）(｢ユニット

われるものであること。 型個室」という。）の入院患者に対して行われるものである

こと。

ニ 施設基準第五十六号ニに規定する介護療養施設サービス費 ニ 施設基準第五十六号ニに規定する介護療養施設サービス費
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介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介 介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介

護療養型医療施設基準第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅱ)、第 護療養型医療施設基準第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅱ)、第

四十条第二項第一号イ⑶(ⅱ)又は第四十一条第二項第一号イ 四十条第二項第一号イ⑶(ⅱ)又は第四十一条第二項第一号イ

⑶(ⅱ)を満たすものに限るものとし、指定介護療養型医療施 ⑶(ⅱ)を満たすものに限るものとし、指定介護療養型医療施

設基準介護老人保健施設基準第三十九条第二項第一号イ⑶ 設基準介護老人保健施設基準第三十九条第二項第一号イ(3)

(ⅰ)、第四十条第二項第一号イ⑶(ⅰ)又は第四十一条第二項 (ⅰ)、第四十条第二項第一号イ⑶(ⅰ)又は第四十一条第二項

第一号イ⑶(ⅰ)（指定居宅サービス基準改正省令附則第四条 第一号イ⑶(ⅰ)（指定居宅サービス基準改正省令附則第七条

第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を満 第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を満

たすものを除く。）(｢ユニット型準個室」という。）の入院患 たすものを除く。）(｢ユニット型準個室」という。）の入院患

者に対して行われるものであること。 者に対して行われるものであること。

② ユニットに属する病室であって、各類型の介護療養施設サー ② ユニットに属する病室であって、各類型の介護療養施設サー

ビス費の注１による届出がなされているものについては、ユニ ビス費の注１による届出がなされているものについては、ユニ

ット型介護療養施設サービス費を算定するものとすること。 ット型介護療養施設サービス費を算定するものとすること。

⑾ ユニットにおける職員に係る減算について ⑾ ユニットにおける職員に係る減算について

５の⑷を準用する。 ５の⑷を準用する。

⑿ 身体拘束廃止未実施減算について ⑿ 身体拘束廃止未実施減算について

５の⑸を準用する。 ５の⑸を準用する。

⒀ 療養環境減算の適用について ⒀ 療養環境減算の適用について

① 病院療養病床療養環境減算の基準 ① 病院療養病床療養環境減算の基準

病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準 病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準

附則第七条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療 附則第七条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療

法施行規則の一部を改正する省令（平成十三年厚生労働省令第 法施行規則の一部を改正する省令（平成十三年厚生労働省令第

八号。以下「平成十三年医療法施行規則等改正省令」という。） 八号。以下「平成十三年医療法施行規則等改正省令」という。）

附則第四十一条の規定の適用を受ける療養病床に係る病室であ 附則第四十一条の規定の適用を受ける療養病床に係る病室であ

って、隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両 って、隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両

側に居室がある廊下については、二・七メートル）未満である 側に居室がある廊下については、二・七メートル）未満である

場合に適用されること。（施設基準第五十四号において準用す 場合に適用されること。（施設基準第五十四号において準用す

る施設基準第十六号） る施設基準第十六号）

② 診療所療養病床設備基準減算の基準 ② 診療所療養病床設備基準減算の基準

診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基 診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基

準附則第十二条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床 準附則第十二条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床

群又は平成十三年医療法施行規則等改正省令附則第四十一条の 群又は平成十三年医療法施行規則等改正省令附則第四十一条の

規定の適用を受ける療養病床に係る病室にあっては、隣接する 規定の適用を受ける療養病床に係る病室にあっては、隣接する

廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両側に居室があ 廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両側に居室があ

る廊下については、二・七メートル）未満であること。（施設 る廊下については、二・七メートル）未満であること。（施設
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基準第五十五号において準用する施設基準第十七号） 基準第五十五号において準用する施設基準第十七号）

③ 特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合 ③ 特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合

特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合 特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合

（ユニット型個室・二人室、ユニット型準個室・二人室、ユニ （ユニット型個室・二人室、ユニット型準個室・二人室、ユニ

ット型個室・ユニット型準個室以外の個室、二人室を除く。） ット型個室・ユニット型準個室以外の個室、二人室を除く。）

にあっては、当該病室に入院している患者について、病院療養 にあっては、当該病室に入院している患者について、病院療養

病床療養環境減算(Ⅲ)又は診療所療養病床療養環境減算(Ⅱ)を 病床療養環境減算(Ⅲ)又は診療所療養病床療養環境減算(Ⅱ)を

適用するものとすること。 適用するものとすること。

④ 病棟ごとの適用の原則 ④ 病棟ごとの適用の原則

療養環境減算については、各病棟を単位として評価を行うも 療養環境減算については、各病棟を単位として評価を行うも

のであり、設備基準を満たす病棟とそうでない病棟とがある場 のであり、設備基準を満たす病棟とそうでない病棟とがある場

合には、同一施設であっても異なる療養環境減算の適用を受け 合には、同一施設であっても異なる療養環境減算の適用を受け

ることとなること。 ることとなること。

⒁ 若年性認知症患者受入加算について ⒁ 若年性認知症患者受入加算について

２の⑽を準用する。 ２の⑽を準用する。

⒂ 入院患者が外泊したときの費用の算定について ⒂ 入院患者が外泊したときの費用の算定について

６の⑾を準用する。 ６の⑿を準用する。

⒃ 入院患者が試行的退院したときの費用の算定について ⒃ 入院患者が試行的退院したときの費用の算定について

① 試行的退院サービスの提供を行うに当たっては、その病状及 ① 試行的退院サービスの提供を行うに当たっては、その病状及

び身体の状況に照らし、退院して居宅において生活ができるか び身体の状況に照らし、退院して居宅において生活ができるか

どうかについて医師、薬剤師（配置されている場合に限る。）、 どうかについて医師、薬剤師（配置されている場合に限る。）、

看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門員等により、退院 看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門員等により、退院

して、その居宅において療養を継続する可能性があるかどうか して、その居宅において療養を継続する可能性があるかどうか

検討すること。 検討すること。

② 当該入院患者又は家族に対し、この加算の趣旨を十分説明し、 ② 当該入院患者又は家族に対し、この加算の趣旨を十分説明し、

同意を得た上で実施すること。 同意を得た上で実施すること。

③ 試行的退院サービスによる居宅サービスの提供に当たっては、 ③ 試行的退院サービスによる居宅サービスの提供に当たっては、

指定介護療養型医療施設の介護支援専門員が、試行的退院サー 介護療養型医療施設の介護支援専門員が、試行的退院サービス

ビスに係る居宅サービスの計画を作成するとともに、従業者又 に係る居宅サービスの計画を作成するとともに、従業者又は指

は指定居宅サービス事業者等との連絡調整を行い、その利用者 定居宅サービス事業者等との連絡調整を行い、その利用者が可

が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ、自立 能な限りその居宅において、その有する能力に応じ、自立した

した日常生活を営むことができるように配慮した計画を作成す 日常生活を営むことができるように配慮した計画を作成するこ

ること。 と。

④ 家族等に対し次の指導を事前に行うことが望ましいこと。 ④ 家族等に対し次の指導を事前に行うことが望ましいこと。

イ 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導 イ 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導
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ロ 当該入院患者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び ロ 当該入院患者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び

向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立訓 向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立訓

練、食事訓練、排泄訓練の指導 練、食事訓練、排泄訓練の指導

ハ 家屋の改善の指導 ハ 家屋の改善の指導

ニ 当該入院患者の介助方法の指導 ニ 当該入院患者の介助方法の指導

⑤ 試行的退院サービス費の算定期間中は、施設の従業者又は指 ⑤ 試行的退院サービス費の算定期間中は、施設の従業者又は指

定居宅サービス事業者等により、計画に基づく適切な居宅サー 定居宅サービス事業者等により、計画に基づく適切な居宅サー

ビスを提供することとし、居宅サービスの提供を行わない場合 ビスを提供することとし、居宅サービスの提供を行わない場合

はこの加算は対象とならないこと。 はこの加算は対象とならないこと。

⑥ 加算の算定期間は、一月につき六日以内とする。また、算定 ⑥ 加算の算定期間は、一月につき六日以内とする。また、算定

方法は、５の⒁の①及び②を準用する。一回の試行的退院サー 方法は、５の⒁の①及び②を準用する。一回の試行的退院サー

ビス費が月をまたがる場合であっても、連続して算定できるの ビス費が月をまたがる場合であっても、連続して算定できるの

は六日以内とする。 は六日以内とする。

⑦ 利用者の試行的退院期間中は、当該利用者の同意があれば、 ⑦ 利用者の試行的退院期間中は、当該利用者の同意があれば、

そのベッドを短期入所療養介護に活用することは可能であるこ そのベッドを短期入所療養介護に活用することは可能であるこ

と。この場合において試行的退院サービス費を併せて算定する と。この場合において試行的退院サービス費を併せて算定する

ことは可能であること。 ことは可能であること。

⑧ 試行的退院期間が終了してもその居宅に退院できない場合に ⑧ 試行的退院期間が終了してもその居宅に退院できない場合に

おいては、指定介護療養型医療施設で療養を続けることとなる おいては、介護療養型医療施設で療養を続けることとなるが、

が、居宅において療養が続けられない理由等を分析した上でそ 居宅において療養が続けられない理由等を分析した上でその問

の問題解決に向けたリハビリ等を行うため、施設サービス計画 題解決に向けたリハビリ等を行うため、施設サービス計画の変

の変更を行うとともに適切な支援を行うこと。 更を行うとともに適切な支援を行うこと。

⒄ 従来型個室に入所していた者の取扱いについて ⒄ 従来型個室に入所していた者の取扱いについて

５の⒄を準用する。 ５の⒄を準用する。

⒅ 栄養マネジメント加算 ⒅ 栄養マネジメント加算について

５の⒅を準用する。 ５の⒅を準用する。

⒆ 経口移行加算 ⒆ 経口移行加算について

５の⒆)を準用する。 ５の⒆を準用する。

⒇ 経口維持加算 ⒇ 経口維持加算について

５の⒇を準用する。 ５の⒇を準用する。

(21) 口腔機能維持管理加算 (21) 口腔機能維持管理体制加算について

５の(21)を準用する。 ５の(21)を準用する。

(22) 口腔機能維持管理加算について

５の(22)を準用する。

(22) 療養食加算 (23) 療養食加算について
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２の⑾を準用する。 ２の⒀を準用する。

(23) 認知症専門ケア加算 (24) 認知症専門ケア加算について

５の(26)を準用する。 ５の(27)を準用する。

(25) 認知症行動・心理症状緊急対応加算について

５の(28)を準用する。

(24) サービス提供体制強化加算 (26) サービス提供体制強化加算について

① ２の⒁①から④まで及び⑥を準用する。 ① ２の⒁①から④まで及び⑥を準用する。

② 指定介護療養施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、 ② 介護療養施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、看

看護職員、介護職員、理学療法士又は作業療法士として勤務を 護職員、介護職員、理学療法士又は作業療法士として勤務を行

行う職員を指すものとする。 う職員を指すものとする。

(25) 入院患者が他医療機関へ受診したときの費用の算定について (27) 入院患者が他医療機関へ受診したときの費用の算定について

① 介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因とな ① 介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因とな

った傷病以外の傷病に罹患し、当該介護療養型医療施設以外で った傷病以外の傷病に罹患し、当該介護療養型医療施設以外で

の診療の必要が生じた場合は、他医療機関へ転医又は対診を求 の診療の必要が生じた場合は、他医療機関へ転医又は対診を求

めることを原則とする。 めることを原則とする。

② 介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該 ② 介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該

介護療養施設サービス費に含まれる診療を他医療機関で行った 介護療養施設サービス費に含まれる診療を他医療機関で行った

場合には、当該他医療機関は当該費用を算定できない。 場合には、当該他医療機関は当該費用を算定できない。

③ ②にかかわらず、介護療養施設サービス費を算定する患者に ③ ②にかかわらず、介護療養施設サービス費を算定する患者に

対し眼科等の専門的な診療が必要となった場合（当該介護療養 対し眼科等の専門的な診療が必要となった場合（当該介護療養

型医療施設に当該診療に係る診療科がない場合に限る。）であ 型医療施設に当該診療に係る診療科がない場合に限る。）であ

って、当該患者に対し当該診療が行われた場合（当該診療に係 って、当該患者に対し当該診療が行われた場合（当該診療に係

る専門的な診療科を標榜する他医療機関（特別の関係にあるも る専門的な診療科を標榜する他医療機関（特別の関係にあるも

のを除く。）において、別途定める診療行為が行われた場合に のを除く。）において、別途定める診療行為が行われた場合に

限る。）は、当該他医療機関において診療が行われた日に係る 限る。）は、当該他医療機関において診療が行われた日に係る

介護療養施設サービス費は、一月に四日を限度として所定単位 介護療養施設サービス費は、一月に四日を限度として所定単位

数に代えて一日につき三百六十二単位を算定するものとする。 数に代えて一日につき三百六十二単位を算定するものとする。

当該所定単位数を算定した日においては、特定診療費に限り 当該所定単位数を算定した日においては、特定診療費に限り

別途算定できる。 別途算定できる。

④ 他医療機関において③の規定により費用を算定することので ④ 他医療機関において③の規定により費用を算定することので

きる診療が行われた場合には、当該患者が入院している介護療 きる診療が行われた場合には、当該患者が入院している介護療

養型医療施設において、当該他医療機関に対し、当該診療に必 養型医療施設において、当該他医療機関に対し、当該診療に必

要な情報（当該介護療養型医療施設での介護療養施設サービス 要な情報（当該介護療養型医療施設での介護療養施設サービス

費及び必要な診療科を含む。）を文書により提供する（これら 費及び必要な診療科を含む。）を文書により提供する（これら

に要する費用は患者の入院している介護療養型医療施設が負担 に要する費用は患者の入院している介護療養型医療施設が負担
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する。）とともに、診療録にその写しを添付する。 する。）とともに、診療録にその写しを添付する。

⑤ ③にいう「特別の関係」とは、次に掲げる関係をいう。 ⑤ ③にいう「特別の関係」とは、次に掲げる関係をいう。

ア 当該医療機関と当該他の医療機関の関係が以下のいずれか ア 当該医療機関と当該他の医療機関の関係が以下のいずれか

に該当する場合に、当該医療機関と当該他の医療機関は特別 に該当する場合に、当該医療機関と当該他の医療機関は特別

の関係にあると認められる。 の関係にあると認められる。

(イ) 当該医療機関の開設者が、当該他の医療機関の開設者 (イ) 当該医療機関の開設者が、当該他の医療機関の開設者

と同一の場合 と同一の場合

(ロ) 当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者 (ロ) 当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者

と同一の場合 と同一の場合

(ハ) 当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者 (ハ) 当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者

の親族等の場合 の親族等の場合

(ニ) 当該医療機関の理事・監事・評議員その他の役員等の (ニ) 当該医療機関の理事・監事・評議員その他の役員等の

うち、当該他の医療機関の役員等の親族等の占める割合が うち、当該他の医療機関の役員等の親族等の占める割合が

十分の三を超える場合 十分の三を超える場合

(ホ) (イ)から(ニ)までに掲げる場合に準ずる場合（人事、 (ホ) (イ)から(ニ)までに掲げる場合に準ずる場合（人事、

資金等の関係を通じて、当該医療機関が、当該他の医療機 資金等の関係を通じて、当該医療機関が、当該他の医療機

関の経営方針に対して重要な影響を与えることができると 関の経営方針に対して重要な影響を与えることができると

認められる場合に限る。） 認められる場合に限る。）

イ 「医療機関」とは、病院又は診療所をいう。 イ 「医療機関」とは、病院又は診療所をいう。

ウ 「親族等」とは、親族関係を有する者及び以下に掲げる者 ウ 「親族等」とは、親族関係を有する者及び以下に掲げる者

をいう。 をいう。

(イ) 事実上婚姻関係と同様の事情にある者 (イ) 事実上婚姻関係と同様の事情にある者

(ロ) 使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金 (ロ) 使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金

銭その他の財産によって生計を維持しているもの 銭その他の財産によって生計を維持しているもの

(ハ) (イ)又は(ロ)に掲げる者の親族でこれらの者と生計を (ハ) (イ)又は(ロ)に掲げる者の親族でこれらの者と生計を

一にしているもの 一にしているもの

(26) 初期加算について (28) 初期加算について

６の⒀を準用する。 ６の⒂を準用する。

(27) 退院時指導等加算について (29) 退院時指導等加算について

６の⒁（⑤のイの訪問看護指示書の様式に係る部分を除く。） ６の⒄（⑤のイの訪問看護指示書の様式に係る部分を除く。）

を準用する。 を準用する。この場合において、①のイ中「介護療養型老人保健

施設」とあるのは、「介護療養型医療施設」と読み替えるものと

する。

(28) 在宅復帰支援機能加算 (30) 在宅復帰支援機能加算について

５の(24)を準用する。 ５の(25)を準用する。

24

okayamaken
長方形

okayamaken
長方形



- 95 -

(29) 特定診療費について (31) 特定診療費について

別途通知するところによるものとする。 別途通知するところによるものとする。

(32) 介護職員処遇改善加算について

２の⒂を準用する。

25
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参照 準用

訪問通所サービス通知の第一の１の⑴から⑷
第一 届出手続の運用
１ 届出の受理

⑴ 届出書類の受取り
指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において複

数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする 。。）
⑵ 要件審査

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準と
し、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は除く 。。）

⑶ 届出の受理
要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない場合は、不受理として一件書類を返戻すること。

⑷ 国保連合会等への通知
届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という ）に通知すること。

訪問通所サービス通知の第一の２から６
第一 届出手続の運用
２ 届出事項の公開

（ （ ） （ 「 」 。）届出事項については都道府県 地方自治法 昭和二十二年年法律第六十七号 第二百五十二条の十九第一項の指定都市 以下 指定都市 という
及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下「中核市」という ）においては、指定都市又は中核市 ）において閲覧に供するほか、事業。 。
者においても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。

３ 届出事項に係る事後調査の実施
届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調査を行うこと。

４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届出の取扱い
① 事後調査等により、届出時点において要件に合致してないことが判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の取消

しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであること。当
該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業
者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致していないことが判
明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い
事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に
おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ
とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還
４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に

返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。

訪問通所サービス通知の第二の１の⑴
第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に限る ）に関する事項。
１ 通則

⑴ 算定上における端数処理について
① 単位数算定の際の端数処理
単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算
（何らかの割合を乗ずる計算に限る ）を行う度に、小数点下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合。
を乗じていく計算になる。
（例）訪問介護（身体介護中心 分以上 分未満で 単位）20 30 254
・２級訪問介護員のサービス提供責任者を配置している場合、所定単位数の ％を算定90

× ＝ → 単位254 0.9 228.6 229
・この事業所が特定事業所加算（Ⅲ）を算定している場合、所定単位数の を加算10%

× ＝ → 単位229 1.1 251.9 252
＊ × × ＝ として四捨五入するのではない。254 0.9 1.1 251.46

②金額換算の際の端数処理
算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点以下）の端数については「切り捨て」とする。
（例）前記①の事例で、このサービスを月に５回提供した場合
（地域区分は特別区）

単位× 回＝ 単位252 5 1,260
単位× 円／単位＝ 円→ 円1,260 11.26 14,187.6 14,187

なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除く加算等を加えた一体型の合成コードとして作成しており、その合成単位数は、
既に端数処理をした単位数（整数値）である。

第七号イにおいて準用する第二号ロ⑴
厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準(厚生省告示第 号)29

七 指定介護療養施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
療養型介護療養施設サービス費又はユニット型療養型介護療養施設サービス費を算定すべき指定介護療養施設サービスの夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準
イ 療養型介護療養施設サービス費を算定すべき指定介護療養施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第二号ロ( )の規定を準用する。1

第二号ロ( )1
二 指定短期入所療養介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

ロ 病院療養病床短期入所療養介護費又はユニット型病院療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の夜勤を行う職
員の勤務条件に関する基準
( ) 病院療養病床短期入所療養介護費又はユニット型病院療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の夜勤を行1

う職員の勤務条件に関する基準
(一) 指定短期入所療養介護を行う療養病床に係る病棟(以下「療養病棟」という。)における夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が、

当該療養病棟における指定短期入所療養介護の利用者の数及び入院患者の数の合計数が 又はその端数を増すごとに１以上であり、30
かつ、２以上であること。

(二) 療養病棟における夜勤を行う看護職員の数が１以上であること。
(三) 療養病棟における夜勤を行う看護職員又は介護職員の１人当たりの月平均夜勤時間数が 時間以下であること。64

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する
費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
５⑷
ユニットにおける職員に係る減算について

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合の減算については、ある月（暦月）において基準に満たない状況が発
生した場合に、その翌々月から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることとする（ただ
し、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く 。。）

５⑸
身体拘束廃止未実施減算について

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行われていた場合ではなく、指定介護老人福祉施設基準第十一条第五項の記録（同
条第四項に規定する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合に、入所者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、

26



記録を行っていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から三月後に改善計画に基づく改善状況を
都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、入所者全員について所定単位数から減算する
こととする。

２⑽
若年性認知症利用者受入加算について

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。

６⑿
入所者が外泊したときの費用の算定について

５の⒁（④のニを除く ）を準用する。この場合において「入院又は外泊」とあるのは 「外泊」と読み替えるものとする。。 、

５⒁
入所者が入院し、又は外泊したときの費用の算定について

① 注 により入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は外泊の期間は初日及び最終日は含まないので、連続して七泊の入院又は外泊を行14
う場合は、六日と計算されること。

（例）
入院又は外泊期間：三月一日～三月八日（八日間）
三月一日入院又は外泊の開始……所定単位数を算定
三月二日～三月七日（六日間）……一日につき二百四十六単位を算定可
三月八日入院又は外泊の終了……所定単位数を算定

② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、退所した日の外泊時の費用は算定できる。また、入所者の外泊の期間中にそのまま
併設医療機関に入院した場合には、入院日以降については外泊時の費用は算定できない。

③ 入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の費用の算定期間中にあっては、当該入所者が使用していたベッドを他のサービスに
、 、 。利用することなく空けておくことが原則であるが 当該入所者の同意があれば そのベッドを短期入所生活介護に活用することは可能であること

ただし、この場合に、入院又は外泊時の費用は算定できないこと。
④ 入院又は外泊時の取扱い

イ入院又は外泊時の費用の算定にあたって、一回の入院又は外泊で月をまたがる場合は、最大で連続十三泊（十二日分）まで入院又は外泊時の費
用の算定が可能であること。
（例）月をまたがる入院の場合
入院期間：一月二十五日～三月八日
一月二十五日入院………所定単位数を算定
一月二十六日～一月三十一日（六日間）……一日につき二百四十六単位を算定可
二月一日～二月六日（六日間）……一日につき二百四十六単位を算定可
二月七日～三月七日……費用算定不可
三月八日退院……所定単位数を算定

ロ「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又はその家族と旅行に行く場合の宿泊等も含むものであること。
ニ「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等への連絡調整、情報提供などの業務にあたること。

５⒄
従来型個室に入所していた者の取扱いについて

注 に規定する措置については、介護福祉施設サービスを受ける者であって、平成十七年九月三十日以前に従来型個室に入所し、平成十七年十月15
一日以後に当該従来型個室を退所するまでの間、継続して当該従来型個室へ入所しており、併せて、当該期間中に、特別な居室の提供を受けた事に
伴う特別な室料を払っていないものが対象となること。ただし、当該者が、当該従来型個室を一旦退所した後、再度、当該従来型個室に入所して介
護福祉施設サービスを受ける場合にあっては、注 に規定する措置の対象とはならないこと。15

５⒅
栄養マネジメント加算について

① 栄養ケア・マネジメントは、入所者毎に行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。また、栄養ケア・マネジメント
は、低栄養状態のリスクにかかわらず、原則として入所者全員に対して実施すべきものであること。

② 施設に常勤の管理栄養士を一名以上配置して行うものであること。なお、調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されている場合は、当該加
算を算定できないこと。

③ 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設の栄養ケア・マネジメントを行う場合は、当該管理栄
養士が所属する施設のみ算定できること。ただし、サテライト型施設を有する介護保険施設（以下この号において「本体施設」という ）にあっ。
ては、次の取扱いとする。
イ 本体施設に常勤の管理栄養士を一名配置している場合（本体施設の入所者数とサテライト型施設（一施設に限る ）の入所者数の合計数に対。
して配置すべき栄養士の員数が一未満である場合に限る ）であって、当該管理栄養士が当該サテライト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マ。
ネジメントを行っているときは、当該サテライト型施設においても算定できることとする。

ロ 本体施設に常勤の管理栄養士を二名以上配置している場合であって、当該管理栄養士がサテライト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マネジ
メントを行っているときは、当該サテライト施設（一施設に限る ）においても算定できることとする。。

④ 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトまでに掲げるとおり、実施すること。
イ 入所者毎の低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以下「栄養スクリーニング」という 。。）
ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者毎の解決すべき課題を把握すること（以下「栄養アセスメント」という 。。）
ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、管理栄養士、歯科医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、
入所者毎に、栄養補給に関する事項（栄養補給量、補給方法等 、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等 、解決すべき事項に） ）
対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。また、作成した栄養ケア計画については、栄養ケア・マ
ネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、栄養ケア計画に相当す
る内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。

ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者毎に栄養ケア・マネジメントを実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要
性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。

ホ入所者毎の栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活機能の状況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。その際、栄養スクリーニン
グ時に把握した入所者毎の低栄養状態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間隔を設定し、入所者毎の栄養ケア計画に記載するこ
と。当該モニタリング間隔の設定に当たっては、低栄養状態のリスクの高い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者（経管栄養法から経口
栄養法への変更等）については、概ね二週間毎、低栄養状態のリスクが低い者については、概ね三月毎に行うこと。なお、低栄養状態のリスク
が低い者も含め、少なくとも月一回、体重を測定するなど、入所者の栄養状態の把握を行うこと。

ヘ入所者毎に、概ね三月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計画の見直しを行うこと。
ト指定介護老人福祉施設基準第八条に規定するサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を
定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養マネジメント加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとする
こと。

⑤栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始するものとすること。
⑥栄養ケア・マネジメントを実施している場合には、個別の高齢者の栄養状態に着目した栄養管理が行われるため、検食簿、喫食調査結果、入所者

の入退所簿及び食料品消費日計等の食事関係書類（食事せん及び献立表を除く 、入所者年齢構成表及び給与栄養目標量に関する帳票は、作成す。）
る必要がないこと。

５⒆
経口移行加算について

① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとする者に係るものについては、次に掲げるイからハまでの通り、実施するものとする
こと。
イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が必要であるとして、医師の指示を受けた者
を対象とすること。医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、言語聴覚士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、経口による食事の摂取
を進めるための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成すること（ただし、栄養マネジメント加算を算定している入所者にあっては、栄
養ケア計画と一体のものとして作成すること 。また、当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を。）
得ること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、経口移行計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもっ
て経口移行計画の作成に代えることができるものとすること。

ロ 当該計画に基づき、栄養管理を実施すること。経口移行加算の算定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂取を終了
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した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得た日から起算して、百八十日以内の期間に限るものとし、それを超えた
場合においては、原則として当該加算は算定しないこと。

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が、入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して、百八十日を超えて実施される場合
でも、経口による食事の摂取が一部可能なものであって、医師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が必要
とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。ただし、この場合において、医師の指示は概ね二週間毎に受けるも
のとすること。

② 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤嚥性肺炎の危険も生じうることから、次のイからハまでについて確認した上で実施
すること。
イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、現疾患の病態が安定していること 。。）
ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。
ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激による喉頭挙上が認められること 。。）
ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がないこと。

③ 経口移行加算を百八十日間にわたり算定した後、経口摂取に移行できなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行するための栄養管理を
実施した場合は、当該加算は算定できないものとすること。

５⒇
経口維持加算について

① 経口維持加算のうち、著しい摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる者に係るものについて
イ 経口維持加算のうち、経管栄養は行われていないが、著しい摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる者（経口維持加算(Ⅰ))及び摂食機能障
害を有し誤嚥が認められる者（経口維持加算(Ⅱ)）に係るものについては、次に掲げるａからｄまでの通り、実施するものとすること。
ａ 経口維持加算(Ⅰ)については、現に経口により食事を摂取している者であって、著しい摂食機能障害を有し、造影撮影（医科診療報酬点数

表中「造影剤使用撮影」をいう。以下同じ ）又は内視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉頭ファイバースコピー」をいう。以下同じ ）によ。 。
り誤嚥が認められる（喉頭侵入が認められる場合を含む ）ことから、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であ。
るものとして、医師又は歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。ただし、歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける
管理栄養士等が、対象となる入所者に対する療養のために必要な栄養指導を行うに当たり、主治の医師の指導を受けている場合に限る （以。
下同じ 。。）

経口維持加算(Ⅱ)については、現に経口により食事を摂取している者であって、摂食機能障害を有し、水飲みテスト（ 氷砕片飲み込み検「
査 「食物テスト（ 「改訂水飲みテスト」などを含む。以下同じ 、頸部聴診法等により誤嚥が認められることから、継続して経」、 ）」、 。）foodtest
口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。

ｂ 医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、継続して経口による食事の摂取を進
めるための特別な管理の方法等を示した経口維持計画を作成すること（ただし、栄養マネジメント加算を算定している入所者にあっては、栄
養ケア計画と一体のものとして作成すること 。また、当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意。）
を得ること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、経口維持計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載を
もって経口維持計画の作成に代えることができるものとすること。

ｃ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること 「特別な栄養管理」とは、入所者の誤嚥を防止しつつ、継続して経口による食事の。
摂取を進めるための食物形態、摂食方法等における適切な配慮のことをいう。経口維持加算(Ⅰ)及び経口維持加算(Ⅱ)の算定期間は、継続し
て経口による食事の摂取を進めるための特別な栄養管理により、当該入所者に誤嚥が認められなくなったと医師又は歯科医師が判断した日ま
での期間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して百八十日以内の期間に限るものとし、それを超えた場合
においては、原則として当該加算は算定しないこと。

ｄ 入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して百八十日を超えた場合でも、引き続き、
( ) 経口維持加算(Ⅰ)の対象者については、造影撮影又は内視鏡検査により、引き続き、誤嚥が認められ（喉頭侵入が認められる場合を含a

む 、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な栄養管理が必要であるものとして医師又は歯科医師の指示がなされ、また、当。）
該特別な栄養管理を継続することについての入所者の同意が得られた場合

( ) 経口維持加算(Ⅱ)の対象者にあっては、水飲みテスト、頸部聴診法等により引き続き、誤嚥が認められ、継続して経口による食事の摂b
取を進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示がなされ、また、当該特別な栄養管理を継続することにつ
いての入所者の同意が得られた場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。ただし、( )又は( )における医師又は歯a b
科医師の指示は、概ね一月毎に受けるものとすること。

ロ「管理体制」とは、食事の中止、十分な排痰、医師又は歯科医師への報告等が迅速に行われる体制とすること。
５( )21
口腔機能維持管理体制加算について

①「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該施設における入所者の口腔内状態の評価方法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品
整備の留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、その他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項のうち、いずれかに係
る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の入所者の口腔ケア計画をいうものではない。

②「入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載すること。
イ 当該施設において入所者の口腔ケアを推進するための課題
ロ 当該施設における目標
ハ 具体的方策
ニ 留意事項
ホ 当該施設と歯科医療機関との連携の状況
ヘ 歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっての技術的助言・指導を歯科衛生士が行った場合に限る ）。
ト その他必要と思われる事項

③ 医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月であっても口腔機能維持管理体制加算を算定できるが、介
護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導又は入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっ
ては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。

５( )22
口腔機能維持管理加算について

① 口腔機能維持管理加算は、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能管理体制加算を算定している施設の入所者に対して口腔ケアを実施し
た場合において、当該利用者ごとに算定するものである。

② 当該施設が口腔機能維持管理加算に係るサービスを提供する場合においては、当該サービスを実施する同一月内において医療保険による訪問歯
、 、 。科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家族等に確認するとともに 当該サービスについて説明し その提供に関する同意を得た上で行うこと

また、別紙様式○を参考として入所者ごとに口腔に関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点、口腔ケアの方法及びその他必要と思われる事
（ 「 」 。） 、 。項に係る記録 以下 口腔機能維持管理に関する実施記録 という を作成し保管するとともに その写しを当該入所者に対して提供すること

③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔ケアを行う歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点、口腔
ケアの方法及びその他必要と思われる事項を口腔機能維持管理に関する記録に記入すること。また、当該歯科衛生士は、入所者の口腔の状態によ
り医療保険における対応が必要となる場合には、適切な歯科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師及び当該施設の介護職員等への情報提供
を的確に行うこと。

④ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の属する月であっても口腔機能維持管理加算を算定できるが、訪問歯科衛生指導料が算定され
た日の属する月においては、口腔機能維持管理加算を算定しない。

２⑾
療養食加算について

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接手段として発行された食事せんに基づき、厚
生労働大臣が定める利用者等（平成二十四年厚生労働省告示第○号。以下「○号告示」という ）に示された療養食が提供された場合に算定する。
こと。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成されている必要があること。

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量
及び内容を有する治療食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く 、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場。）
合の検査食をいうものであること。

③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わないこと。
④ 減塩食療法等について

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行う場合
は、加算の対象とはならないこと。また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については、総量六・〇ｇ未満の減塩食を
いうこと。

⑤ 肝臓病食について
肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食（胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄疸の場合を含む ）等をいうこと。。

⑥ 胃潰瘍食について
十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としないが、侵襲の大きな消
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化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場合は、療養食の加算が認められること。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸
管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食については、療養食として取り扱って差し支えないこと。

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について
療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン濃度が十ｇ／ 以下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来する者dl

であること。
⑧ 高度肥満症に対する食事療法について

高度肥満症（肥満度が＋七十％以上又はＢＭＩ（ ）が三十五以上）に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食に準じて取りBodyMassIndex
扱うことができること。⑨特別な場合の検査食について特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線検査・大腸内視鏡検査のために特に
残さの少ない調理済食品を使用した場合は 「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。、

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は、空腹時定常状態における コLDL-
レステロール値が百四十㎎／ 以上である者又は コレステロール値が四十㎎／ 未満若しくは血清中性脂肪値が百五十㎎／ 以上であるdl HDL- dl dl
者であること。

５( )27
認知症専門ケア加算について

「 」 、 、① 日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症の者 とは 日常生活自立度のランクⅢ
Ⅳ又はＭに該当する入所者を指すものとする。

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは 「認知症介護実践者等養成事業の実施について （平成十八年三月三十一日老発第〇三三一〇一〇号厚生、 」
労働省老健局長通知）及び「認知症介に護実践者等養成事業の円滑な運営について （平成十八年三月三十一日老計第〇三三一〇〇七号厚生労働省」
計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を指すものとする。

③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは 「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び「認知症介護実践者に規定する「認知症介、
護指導者研修」を指すものとする。

５( )28
認知症行動・心理症状緊急対応加算について
① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものである。
② 本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められた際に、介護老人福祉施設に一時的に入所することにより、

当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものである。
③ 本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に介護老人福祉施設への入所が必要であると

医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、当該施設に入所した場合に算定するこ
とができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設への入所ではな
く、医療機関における対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が
受けられるように取り計らう必要がある。

④ 本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものであるため、入所後速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し、当
該入所者の「認知症の行動・心理症状」が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。

⑤ 次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該加算は算定できないものであること。
ａ 病院又は診療所に入院中の者
ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者
ｃ 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期利用共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者
⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、施設も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意

事項等を介護サービス計画書に記録しておくこと。⑦当該加算の算定にあたっては、個室等、認知症の行動・心理症状の増悪した者の療養に相応し
い設備を整備すること。

、 、 （ ）⑧ 当該加算は 当該入所者が入所前一月の間に 当該介護老人福祉施設に入所したことがない場合及び過去一月の間に当該加算 他サービスを含む
を算定したことがない場合に限り算定できることとする。

２の⒁①から④まで及び⑥
２⒁ サービス提供体制強化加算について
① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（三月を除く ）の平均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に。

係る常勤換算にあっては、利用者・入所者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない
業務を除く ）に従事している時間を用いても差し支えない。ただし、平成二十一年度の一年間においてはすべての事業所について、平成二十二年。
度以降においては前年度の実績が六月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む ）についてのみ、届出日の属する月の。
前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、四月
目以降届出が可能となるものであること。なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな
らない。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出
を提出しなければならない。

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的には、平成二十一年四月における勤続年数三年以上の者とは、
平成二十一年三月三十一日時点で勤続年数が三年以上である者をいう。

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等におい
てサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行うこととする。

６⒂
初期加算について

① 当該施設における過去の入所及び短期入所療養介護との関係初期加算は、当該入所者が過去三月間（ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又
はＭに該当する者の場合は過去一月間とする ）の間に、当該介護老人保健施設に入所したことがない場合に限り算定できることとする。なお、。
当該介護老人保健施設の短期入所療養介護を利用していた者が日を空けることなく引き続き当該施設に入所した場合については、初期加算は入所
直前の短期入所療養介護の利用日数を三十日から控除して得た日数に限り算定するものとする。②５の⑴の①及び②は、この場合に準用する。

② ５の⒂の①及び②は、この場合に準用する。
※ ５⒂

① 入所者については、指定介護老人福祉施設へ入所した当初には、施設での生活に慣れるために様々な支援を必要とすることから、入所日
から三十日間に限って、一日につき三十単位を加算すること。

② 「入所日から三十日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行っている間は、初期加算を算定できないこと。

６⒄
退所時指導等加算について
① 退所前訪問指導加算・退所後訪問指導加算

イ 退所前訪問指導加算については、入所期間が一月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って、在宅療養に向けた最終調整を目的として入所
者が退所後生活する居宅を訪問して退所後の療養上の指導を行った場合に、入所中一回に限り算定するものである。なお、介護療養型老人保健施
設においては、入所後早期に退所に向けた訪問指導の必要があると認められる場合については、二回の訪問指導について加算が行われるものであ
ること。この場合にあっては、一回目の訪問指導は退所を念頭においた施設サービス計画の策定及び診療の方針の決定に当たって行われるもので
あり、二回目の訪問指導は在宅療養に向けた最終調整を目的として行われるものであること。

ロ 退所後訪問指導加算については、入所者の退所後三十日以内に入所者の居宅を訪問して療養上の指導を行った場合に、一回に限り加算を行うも
のである。

ハ 退所前訪問指導加算は退所日に算定し、退所後訪問指導加算は訪問日に算定すること。
ニ 退所前訪問指導加算及び退所後訪問指導加算は、次の場合には算定できないものであること。

ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合
ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合
ｃ 死亡退所の場合

ホ 退所前訪問指導及び退所後訪問指導は、医師、看護職員、支援相談員、理学療法士又は作業療法士、栄養士、介護支援専門員等が協力して行う
こと。

ヘ 退所前訪問指導及び退所後訪問指導は、入所者及びその家族等のいずれにも行うこと。
ト 退所前訪問指導及び退所後訪問指導を行った場合は、指導日及び指導内容の要点を診療録等に記載すること。
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② 退所時指導加算
イ 退所時指導の内容は、次のようなものであること。

ａ 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導
ｂ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立訓練、食事訓練、排泄訓練
の指導

ｃ 家屋の改善の指導
ｄ 退所する者の介助方法の指導

ロ 注３のロにより算定を行う場合には、以下の点に留意する
ａ 試行的退所を行うに当たっては、その病状及び身体の状況に照らし、退所して居宅において生活ができるかどうかについて医師、薬剤師(配
置されている場合に限る 、看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門員等により、退所して、その居宅において療養を継続する可能性があ。）
るかどうか検討すること。

ｂ 当該入所者又は家族に対し、趣旨を十分説明し、同意を得た上で実施すること。
ｃ 試行的退所中の入所者の状況の把握を行っている場合にあっては、外泊時加算を併せて算定することが可能であること。
ｄ 入所者の試行的退所期間中は、当該入所者の同意があり外泊時加算を算定していない場合は、そのベッドを短期入所療養介護に活用すること
が可能であること。

ｅ 試行的退所期間中は、居宅サービス等の利用はできないこと。
ｆ 試行的退所期間が終了してもその居宅に退所できない場合においては、介護老人保健施設で療養を続けることとなるが、居宅において療養が
続けられない理由等を分析した上でその問題解決に向けたリハビリ等を行うため、施設サービス計画の変更を行うとともに適切な支援を行うこ
と。

ハ ①のニからトまでは、退所時指導加算について準用する。
③ 退所時情報提供加算

イ 退所後の主治の医師に対して入所者を紹介するに当たっては、事前に主治の医師と調整し、別紙様式２の文書に必要な事項を記載の上、入所者
、 。 、 、 、又は主治の医師に交付するとともに 交付した文書の写しを診療録に添付すること また 当該文書に入所者の諸検査の結果 日常生活動作能力

心理状態などの心身機能の状態、薬歴、退所後の治療計画等を示す書類を添付すること。
ロ ①のニを準用する。

④ 退所前連携加算
イ ５の⒃の③イ及びロを準用する。

５⒃③退所前連携加算
イ 退所前連携加算については、入所期間が一月を超える入所者の退所に先立って、指定居宅介護支援事業者の介護支援専門員と連携し、退所

後の居宅における居宅サービスの利用上必要な調整を行った場合に、入所者一人につき一回に限り退所日に加算を行うものであること。
ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った日及び連携の内容の要点に関する記録を行うこと。

ロ ①のニ及びホを準用する。
⑤ 老人訪問看護指示加算

イ 介護老人保健施設から交付される訪問看護指示書（様式は別途通知するところによるものとする ）に指示期間の記載がない場合は、その指示。
期間は一月であるものとみなすこと。

ロ 訪問看護指示書は、診療に基づき速やかに作成・交付すること。
ハ 訪問看護指示書は、特に退所する者の求めに応じて、退所する者又はその家族等を介して訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所又は複合型サービス事業所に交付しても差し支えないこと。
ニ 交付した訪問看護指示書の写しを診療録等に添付すること。
ホ 訪問看護の指示を行った介護老人保健施設は、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は複合型サービス事業所か

らの訪問看護の対象者についての相談等に懇切丁寧に応じること。

５（ )25
在宅復帰支援機能加算について

① 「入所者の家族との連絡調整」とは、入所者が在宅へ退所するに当たり、当該入所者及びその家族に対して次に掲げる支援を行うこと。退所後
の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行うこと。また必要に応じ、当該入所者の同意を得て退所後の居
住地を管轄する市町村及び地域包括支援センター又は老人介護支援センターに対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る
居宅サービスに必要な情報を提供すること。

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであること。
イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助
ロ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関する相談助言
ハ 家屋の改善に関する相談援助
ニ 退所する者の介助方法に関する相談援助

③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠等の関係書類を整備しておくこと。

２⒂
介護職員処遇改善加算について

介護職員処遇改善加算は、平成二十三年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、当該交付金を円
滑に介護報酬に移行することを目的とし平成二十六年度までの間に限り創設したものである。その内容については、別途通知（ 介護職員処遇改善「
加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について ）を参照すること。」
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